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〈みずほ〉とアート

〈みずほ〉は、東京藝術大学と連携し、「アートでもっと元気に」、「アートをもっと身近に」、「アートの力で変わりたい」をコンセプトに掲げ、ジェンダーフリーやウェルビーイング

の実現、イノベーション創出などの社会的な課題の解決に貢献するとともに、経済だけでなくアートも文化も持続性ある豊かな社会を共創していくことを目指しています。

今回、東京藝術大学デザイン科の学生の方に、〈みずほ〉のパーパス「ともに挑む。ともに実る。」から得た着想を具現化していただきました。

株主・投資家の皆さま向けの決算資料の表紙にアート作品を掲載するのは、2023年11月を初の試みとし、今回が第三弾です。

作 者 政井 歌
東京藝術大学 デザイン科 修士2年

私たちが他者とともにお互いに刺激を受け、成長し合うには、
ワクワク感を感じるポジティブな環境が必要だと考えます。

ワクワクを分かち合うことで、私たちは新しいアイデアや視点を持つことができ、
成長していくことができると思います。

私は期待感と躍動感に満ち、より豊かな人間関係を築くための感情世界を
表現しました。



企業価値向上に向けた取り組み

- ビジネス注力テーマの進捗

Appendix

1 23年度決算の概要

- 成長を支える経営基盤の強化

2

- 規律ある財務運営
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FY23 前年度比

1 連結粗利益*1 26,722 +3,920

2 経費*2 △ 16,819 △2,083

3 連結業務純益*1 10,058 +1,986

4 うち顧客部門 7,914 +477

5 うち市場部門 1,250 +651

6 与信関係費用 △ 1,063 △170

7 株式等関係損益*3 547 △299

8 経常利益 9,140 +1,244

9 特別損益 409 +516

10 親会社株主純利益 6,789 +1,234

（ご参考）

11 連結ROE*6 7.6％ +1.0％

12 経費率（2÷1） 62.9% △1.6%

*1: ETF関係損益等△310億円（前年度比△328億円）を含む *2: 臨時処理分等を除く *3: ETF関係損益等を除く *4: 前年度の計数をFY23管理会計ルールに組み替えて算出
*5: 退職給付信託返還益527億円（前年度比+51億円）を含む *6: その他有価証券評価差額金を除く

（億円）

*4

*4

*5

連結粗利益 ：

金利収支やソリューション・IB関連収益の拡大等に加え、
市場環境の追い風もあり、顧客・市場部門ともに好調に推移
有価証券ポートフォリオ健全化も実施

経費 ：

円安・インフレ等の環境要因に加え、成長領域やガバナンス等
の経営基盤への資源投下により増加

連結業務純益 ：

トップラインの好調を受け１兆円に到達
顧客部門はカンパニー制導入以降の最高益を更新

与信関係費用 ：

概ね年度計画水準（△1,000億円）で着地

親会社株主純利益 ：

連結業務純益の増益を主因に+22.2%の増益
中間期時点の修正見通し6,400億円も超過達成

連結ROE ：

利益成長と効率性改善により前年度比+1%ptと良化

決算の概要

1
1

2

3

4

5

2

3

4
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6
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*1: ETF関係損益等（連結）、ETF関係損益（2行合算）を含む *2: ETF関係損益等（連結）、ETF関係損益（2行合算）を除く

2024年度計画

【前提となる金融指標】 日本国債10年利回り: 1.20％、日経平均株価: 35,150円、ドル円: 135円

FY23 FY24

実績 計画 前年度比

連結業務純益*1 10,058 10,700 +642

与信関係費用 △1,063 △1,000 +63

株式等関係損益*2 547 800 +253

経常利益 9,140 10,500 +1,360

親会社株主純利益 6,789 7,500 +711

連結

2行合算

（億円）

収益計画 株主還元

FY23 FY24

実績 計画 前年度比

実質業務純益*1 6,508 7,200 +692

与信関係費用 △971 △950 +21

株式等関係損益*2 382 800 +418

経常利益 5,847 7,150 +1,303

当期純利益 4,016 4,950 +934

FY23 FY24

実績 予想 前年度比

中間配当金 50.0円 57.5円 ＋7.5円

期末配当金 55.0円 57.5円 ＋2.5円

年間配当金 105.0円 115.0円 ＋10.0円

一株あたり配当金
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【新中期経営計画の前提となる金融指標】 日本国債10年利回り: 0.95％、日経平均株価: 30,000円、ドル円: 120円（25年度）

インクルージョン
スコア*3

エンゲージメント
スコア*3

連結ROE*1

連結業務純益*2

6,789 億円 7,000 億円台半ば5,555 億円

中期経営計画目標に対する進捗

*1: その他有価証券評価差額金を除く *2: ETF関係損益等を含む *3: 社員意識調査におけるエンゲージメント及びインクルージョンに関する各4設問に対する回答の肯定的回答率（1～5の5段階で4,5を回答した割合）

親会社株主純利益

6.6%

8,071 億円

59% 65%

8%超

1-1.1 兆円

51%

（25年度目標）

新中期経営計画

22年度実績

23年度実績

7.6%

10,058 億円

8.0%

10,700 億円

60% 65%55%

24年度計画

7,500 億円

中期経営計画期間

前
倒
し
達
成
を
目
指
す

前5ヵ年計画目標 7-8%

同目標 9,000億円
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5.8% 5.9%

6.4%
6.6%

5.1% 5.2%

5.7%
6.1%

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

PBR改善に向けた進捗状況

 ROEの向上と金融政策見直しを背景とした成長期待の高まりを受けPBRは改善
 引き続き注力ビジネスでの取り組みを通じ、PBR1倍超を目指す

*1: その他有価証券評価差額金を除く *2: 自己資本当期純利益率。その他有価証券評価差額金を含む

0.37
0.44 0.44 0.52

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

0.75

約9%

7.6%

約13%

PBR ROE・資本コスト

（参考）EPS

176 185
209

219

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

267
連結ROE*1

東証ROE*2

7.0%

広義の資本コスト
（倍）

（円）
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継続的な戦略の遂行を通じた
経営への信認向上

企業価値向上に向けて

 PBR1倍超は経営の最重要課題
 注力ビジネスにおける着実な利益成長と規律ある財務運営によりROE向上と資本コスト抑制を図る

日本経済への働きかけ

強
み
を
発
揮
し
う
る
戦
略
の
遂
行

PBR改善

与信関係費用の抑制

経費率コントロール
（規律ある経費運営・生産性向上）

効果的な資本活用
（成長投資、無形資産投資、株主還元強化）

RORA
向上

ROE向上
（資本効率の向上）

CET1比率
コントロール

期待醸成

資本コスト抑制
（成長期待の醸成）

アセット採算性向上
（低採算アセットから高採算アセットへの資源シフト）

注力
ビジネス

ボラティリティ
抑制

収益多様化、相互補完性の向上

下
方
耐
性
の
強
化

着実な利益成長の実現
（持続的な本業収益の成長)

規
律
あ
る
財
務
運
営

P.10

成長を
支える
経営基盤

P.11-12

P.16-18

P.13

P.15

P.14

EPSの成長
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 23年度は為替要因に加え、重点分野の着実な成長により増益
 24年度の業務純益計画は10,700億円。中期経営計画目標（1～1.1兆円）への到達を前倒し

*1: 連結業務純益＋ETF関係損益等。24年度管理会計ルール。増減内訳は概数 *2: GCIBC+GMCの海外S&T

FY22 FY24計画

8,071

10,700

（億円）

着実な利益成長の実現

10,058

FY23 FY25目標

1～1.1兆円

連結業務純益*1

460

410

重点分野

バンキング他

+約1,700億円

（参考）23～25年度

重点分野見通し

FY23
（FY22比）

FY24
（FY22比）

資産形成・運用 +90 +180

国内法人 +250 +400

グローバルCIB*2 +120 +290

重点分野 計 +460 +870
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*1: リスクアセットは内部管理ベース。バンキング勘定の金利リスク等を考慮 *2: 業務粗利益RORA。除く外債健全化影響：2.8％（23/3末）*3: ストラテジック・インベストメント。エクイティ・メザニン等の資本性ファイナンス分野

 低採算分野から高採算分野への転換を着実に推進。今後もアセットリサイクリングを継続

RWA*1

84

25/3末
見通し

23/3末

低採算
削減

アセット採算性向上

為替等

88

高採算
投下

24/3末

低採算
削減

高採算
投下

グローバル
CIB

国内法人

住宅ローン

RORA*2

2.7%

RORA
3.1%

RORA
3.2%

（兆円、概数）

削減

住宅ローン

所得水準・取引状況を踏まえ選別的に取り組み

政策保有株式

売却目標（3年3,000億円）に沿って削減

低採算アセット
主に海外・RBCで削減

投下

国内法人
M&A関連・SI*3などの高採算アセットへ投下

グローバルCIB
米州・APACの非日系顧客を中心に投下

中計3年間 FY23

△6～△7兆円 △2.1兆円

中計3年間 FY23

+12～+13兆円 +2.0兆円

為替等

グローバル
CIB

国内法人

政策株



12

21/3末基準 22/3末基準 23/3末基準

15/3末 19/3末 23/3末 24/3末

政策保有株式売却の進捗

 中計売却目標3,000億円に対し順調な進捗。基準未達先の売却を継続
 みなし保有株式は、3ヵ年削減見通し2,000億円に初年度で概ね到達。FY24以降も継続して削減を進める

〈参考〉みなし保有株式

15/3末~23/3末 23/3末~24/3末

削減額 △6,724億円 △1,939億円

26/3末

19,629

9,973

14,198

9,169

売却実績+応諾額

△1,171億円

5ヵ年売却目標

△4,500億円達成

△821億円
売却
のみ

残高（取得原価）

*1: その他有価証券評価差額金を除く *2: 総合採算÷リスクキャピタル＜税引き後8%（連結ROE中計目標を考慮）

基本方針

 保有意義が認められる場合を除き、保有しない

 保有意義が認められる場合も、対話を通じて削減に努める

基準未達先*2の割合

24.3% 17.7% 11.5% 9.7% 10%未満

42.0% 34.1% 27.3% 30.0% 22.3% 20％未満

残高(時価)/純資産

残高(取得原価)/純資産*1

23/3末株価ベース想定

中期経営計画売却目標

△3,000億円

簿価残高50億円未満の社数割合:約96%

約350社

4%未満
約4割

4～6%未満
約4割

6～8%未満
約2割

約5割 約4割 約3割

（億円）

＜採算別内訳>
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経費*

規律ある経費運営

 環境要因に加えて、基盤関連、人的資本中心に経費は増加。
一方で、規律あるコストコントロールと業務粗利益の拡大により、23年度経費率は低下

 今後も規律ある経費運営により、経費率を25年度60%程度へ抑制

（億円）

1,160

340

14,735

FY22

520

環境要因

60人的資本

 為替+690
 インフレ

16,819

FY23 FY24計画

基盤関連

為替・
インフレ等

裁量的経費

経費率
64.6%

62.9%

60%台
前半

270 Greenhill

（うちGreenhill 100）

* 除く臨時処理分等。増減内訳は概数

400

基盤関連

△300

• ガバナンス強化
• サイバーセキュリティー対策 等
経費削減とネット

ビジネス強化

裁量的経費等

280 人的資本

業務の効率化、
ビジネスの新陳代謝
により継続的に削減
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本業収益の安定化①

 マイナス金利導入により国内金利収支が減少する中、収益・コスト構造の改革を継続
 収益の質は改善し、顧客部門を中心とした収益計上により業務純益は1兆円を突破

国内金利収支の減少を、収益源の多様化やアセット採算性の向上により打ち返し

海外金利収支

S&T

海外非金利収支

国内金利収支

国内非金利収支 ・ コーポレートアクションへの対応

・ 高採算貸出の対応

・ グローバルCIBビジネスの進展

・ アジアの成長取り込み

・ 流動性預金の獲得

（兆円）

業務粗利益（顧客部門＋S&T）

＋0.2

＋0.1

(1,000)

0

1,000

2,000

FY15 FY16 FY17 FY18 FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

±0

△0.1

収益別推移（FY15=0）

（FY15比）

1.8

2.4マイナス金利政策導入(2016/1)

業務粗利益

経費 業務純益

60.0%

78.8%

FY15 FY16 FY17 FY18 FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

規律ある運営により、経費率は60%台前半を維持

62.9%

FY15 FY16 FY17 FY18 FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

相互補完性を高め、顧客部門中心に伸長

1.0
0.9

0.4

顧客部門+S&T バンキング他

顧客部門＋S&T

CAGR+13%0.5 0.5

0.9
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FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

本業収益の安定化②

 業務純益の成長と予兆管理の徹底により、親会社株主純利益はCAGR+10％で安定的に成長

5.8% 5.9%
6.4%

6.6%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

4,485 
4,710 

5,304 
5,555 

6,789 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

連結ROE*1

親会社株主純利益（億円）

7.6%

親会社株主純利益 与信関係費用抑制の取り組み

環境変化を踏まえた予兆管理とフォワード・ルッキング引当に
よる備えを徹底

国内は、業績下方局面企業に対しターンアラウンドに向けた
企業再生支援を加速

海外は、グローバル300戦略をベースとした選別的対応。
投資適格中心の貸出ポートフォリオ

クレジットコスト控除後の業務純益

5,008

8,994

*1: その他有価証券評価差額金を除く *2: BK（海外現地法人を含む）、カンパニー管理 *3: ETF関係損益等を含む

連結業務純益*3+与信関係費用（億円）

CAGR +10%

CAGR +15%

海外投資適格
相当比率*2

海外不良債権
比率*2

24/3末 24/3末

約7割 0.6%
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効果的な資本活用（トラックレコード）

成長投資

自己資本充実

株主還元

配賦実績

75 75 80 85

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

 4期連続の増配を予想

105
115

成長投資機会を厳選し、持続的な成長を実現

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

CAGR 27％

成長投資貢献*3

CAGR 10％
連結業務純益*2

6,725

10,058 一株当たり配当金*4 （円）

8.8%
9.1%

9.3%
9.5%

9.8%

20/3末 21/3末 22/3末 23/3末 24/3末

親会社株主純利益の配賦実績

5.2兆円（過去10年間）

2.72.00.5
自己資本充実株主還元成長投資

 規律ある資本運営により、自己資本充実と株主還元を進めつつ一定の成長投資も実施し、着実に収益化
 安定成長を背景に4期連続の増配を予想

*1: 完全実施ベース、その他有価証券評価差額金を除く *2: ETF関係損益等を含む *3: 持分法投資損益と北米CIBビジネスの業務純益の合計値 *4: 20年10月に実施した株式併合の影響を考慮

CET1比率*1

（億円）

FY24予想
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1,000

21,000

41,000

61,000

81,000

101,000

121,000

米州CIBビジネスは

成長を支える

原動力に 北米貸出資産 32億ドル

効果的な資本活用（規律ある成長投資／主な実績）

 限られた資本を有効活用し、規律・目利きを効かせた成長投資により、着実に収益化。今後も規律ある投資を継続

株主資本

FY08 FY23

2015

アジアの成長を取り込み、
大きな成果

2012/2016

2021

当初想定の効果が顕在化されなかった

投資はEXIT敢行

投資余力が生まれるなか、デジタル・ネット

をキーワードに資産形成分野で投資

更に将来のコア領域を探索する目的で

アジアの成長市場にも一定の布石を打つ2.5兆円

8.9兆円

資本蓄積が優先されるなか、特定領域で選別的に投資
成長に向けた投資強化と株主還元強化の

双方を追求するステージへ

2023

FY20

2020

2022
2023

投資機会の厳選
・選別的対応

成長の追求

成長の実現
投資余力創出

規律ある新陳代謝

2024

注力ビジネスの強化

将来のコア領域の探索

規律ある成長投資の考え方

特に注力ビジネスの成長に資する投資は積極的に実施
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資本政策の基本方針

自己資本充実、成長投資、株主還元強化の最適なバランスを実現

* バーゼルⅢ最終化完全実施ベース。その他有価証券評価差額金を除く

累進的な配当を基本とし、自己株式取得は機動的に実施

配当：

自己株式取得：

安定的な収益基盤の着実な成長に基づき、配当性向40%を目安に決定

業績と資本の状況、株価水準、成長投資機会等を勘案して決定

• 追加的な株主還元を実施

• 累進的配当の維持

• 自己資本の充実

資本運営の目線：CET1比率*

9.8％

24/3末

• 機動的な自社株買いの検討

• 成長投資機会の追求

• 累進的配当の実施

10％台半ば

所要水準

9％台半ば

株主還元方針（不変）

資本政策に関する

基本方針（不変）
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PBR改善に対する成果と課題認識

 PBRは着実に改善も、1倍超の早期実現に向けては更なるROEの引上げと資本コストの引下げが必要

ディスカウントの解消に向けた取り組み

成果

ROE向上
（資本効率の向上）

資本コスト
抑制

（成長期待の醸成）

戦略・財務に規律を効かせ、持続的な成長を実現

市場からの
期待は上昇

ROEは
着実に改善

課題

戦略に対する規律の維持と、
継続的な成果・実績の提示

経営資源の効率的な活用。
資本効率向上、経費構造の不断な見直し

ビジネスの新陳代謝を通じて、固有の競争優位性を
確立する注力ビジネスへの経営資源リアロケーション

成長投資と株主還元の最適なバランスの実現

ROE・資本コストともに、更なる改善の余地あり

継続的な取り組み



企業価値向上に向けた取り組み

- ビジネス注力テーマの進捗

Appendix

1 23年度決算の概要

- 成長を支える経営基盤の強化

2

- 規律ある財務運営
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パーパスと強みを起点とするビジネス戦略の方向性

パーパス “ともに挑む。ともに実る。”

戦略として具現化

• 顧客利便性の徹底追求

• 「資産所得倍増」に向けた挑戦

• 日本企業の競争力強化

• サステナビリティ＆イノベーション

• グローバルCIBビジネス

ビジネス注力テーマ

コーポレートバンキング グループ一体

自前で保有する
グローバルCIB機能

イノベーション企業との
リレーション

地方とのネットワーク
金融法人との
ネットワーク

テクノロジー/AI 日本の国力の低下

世代シフトや人口減 非金融事業者との競合

10年後の
目指す世界

ありたき世界 中期経営計画

“サステナ
の視点”

培ってきた〈強み〉

マスリテールビジネス IT/デジタル推進力

中堅中小企業向け
ソリューション提供力

アセットマネジメント

強化・変革したい領域・機能

外部環境の変化（チャンス＆脅威）

〈みずほ〉の目指すビジネスモデル

ビジネスモデルを実現する組織へ

社員と経営の変革

注力ビジネスの磨き込みと領域間のつながり
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 各ビジネス注力テーマを徹底的に磨き、領域間の有機的な“つながり”を図り、〈みずほ〉固有の強みを実現

将来のコア顧客

金融技術・
リスクマネー

クロスボーダー連携

サステナビリティ＆イノベーション

〈みずほ〉の目指すビジネスモデル

資産の形成と運用における
最も頼りになるブランド

金融技術・運用プロダクツ

銀信証一体運営 × オープンアライアンス

自前の北米ビジネスモデル

「資産所得倍増」に向けた挑戦

グローバルCIBビジネス

グローバルCIBトップ10の
戦略パートナー

ありたき姿

ありたき姿

事業の創造＆成長に伴走する
プロフェッショナル

マスリテールにおける
最も便利で安心なパートナー

成長企業の発掘

リアル × ネット × リモートのシームレス体験

産業知見 × 顧客基盤

顧客利便性の徹底追求

日本企業の競争力強化

ありたき姿

ありたき姿

法人基盤・
銀信証一体運営
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デジタル
マーケティング基盤

「マーケティングの司令塔」

 パーソナライズされた最適な提案を実施

顧客利便性の徹底追求①

 新規口座開設数は増加に反転。チャネルの最適化・高度化によりチャネル間のシームレスな体験を提供。
デジタルマーケティング基盤を組み合わせ、多様なニーズに対応

＜ありたき姿＞マスリテールにおける最も便利で安心なパートナー

顧客利便性
の徹底追求

サステナビリティ
＆イノベーション

資産所得倍増
に向けた挑戦

「 」 グローバル
CIBビジネス

日本企業の
競争力強化

リアル 店舗 LPA・RM

「信頼・安心感を重視したサービス」

対面コンサルに相応しい店舗形態・
ネットワーク

ネット アプリ Web メール

「いつでも・どこでも利用可能」

 あらゆる取引をデジタルで完結

リモート オペレーター AI

「場所・時間を問わずアドバイス」

 「リアル」と「ネット」の結節点

お客さま 「チャネルを問わずシームレスな体験」

• 個人口座開設ショップ開店

情報

適時・最適な提案

• 次世代コンタクトセンター
（24/8月 リリース）
- AI活用強化による
オペレーター支援

• みずほダイレクト：
UI/UX改善によりMAU増
（＋75％ vs 改善前）

• みずほWallet：
24/5月 アップデート。UI/UX
改善、決済サービス集約

• UI/UXの継続改善
• MAU増加は道半ば

進捗

課題

進捗 • 24/1月 稼働。住宅ローン・NISAに
おけるレコメンド開始

課題 • お客さまの多様な情報を速やかに同期・
最適な提案実施

進捗

課題 課題• 新型店舗への順次移行
• ネットワーク最適化/

業務改革を不断に追求

• NISA専用ダイヤル開設進捗
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顧客利便性の徹底追求②

 投資・回収をバランスさせる、中長期的な視野に基づいた規律ある投資戦略を遂行

＜ありたき姿＞の実現に向けた、リテール領域における投資規律の考え方

投資強化
最適な顧客チャネルの構築

デジタル化の推進

データ・アナリティクス基盤強化等＝
人材

＜生産性向上＞

デジタル化に伴う事務体力軽減・
マーケティング強化

リスキリング・フロント投入

店舗
＜コスト削減＞

事務の効率化により、店舗軽量化が可能に

伸縮自在性を具備した店舗網に向け、
店舗形態を最適化

事務
＜コスト削減＞

プロセス簡素化、商品見直し、事務のセンター化

タイムラグは存在。中長期的視野に立ちつつも
規律ある運営を遂行

リソース
リアロケーション

顧客利便性
の徹底追求

サステナビリティ
＆イノベーション

資産所得倍増
に向けた挑戦

「 」 グローバル
CIBビジネス

日本企業の
競争力強化



25

 トップマネジメントによる月次ステアリング・コミッティ等を通じ、
双方と連携深化。連携サービスリリースは着実に進捗

FG 個人運用

預かり資産残高*1 32 兆円29.6 兆円
(23/3末比 +4.6兆円)

24/3末 実績 26/3末 目標

市場環境を踏まえた投信ラインナップ拡充

「資産所得倍増」に向けた挑戦

*1: 株価変動等の影響を含む。為替は計画レートを適用 *2: 24/3末時点。ポイント運用はPayPay証券子会社のPPSCインベストメントサービス（株）が提供するサービス
*3: 個人型確定拠出年金（Individual-type Defined Contribution pension plan）

 AUM拡大も、計画比劣後。対面コンサル営業の強化・商品力拡充を通じ、持続的なAUM拡大を目指す

＜ありたき姿＞資産の形成と運用における最も頼りになるブランド

• BK連携 ：「らくらく入金」
• 共同出資の金融商品

仲介会社開業（24/4月）
AM-One × フィデリティ社による
優良なグローバル投資機会を提供

顧客利便性
の徹底追求

サステナビリティ
＆イノベーション

資産所得倍増
に向けた挑戦

「 」 グローバル
CIBビジネス

日本企業の
競争力強化

証券領域のアライアンス

進捗と課題

課題

進捗

進捗

• 対面コンサルティング力の強化は道半ば

• AM-One強化（運用力、商品力、販売会社支援）

• 富裕層・機関投資家向けプロダクツの拡充

• 楽天証券の利便性高いプラットフォームと、〈みずほ〉の
コンサルティング力を活かした対面アドバイザリーサービスを提供

顧客ニーズに根差した営業スタイルへの変革を開始

• SCコンサルティングアカデミー（人材育成プログラム）を
通じた人的資本強化

• 営業拠点の業績表彰制度を廃止。
各拠点が自律的に目標設定

対面コンサルの強化進捗

AM-One設定の日本株アクティブファンド• BK連携 ：iDeCo*3

取扱開始

NISA口座数
520万*2

ポイント運用者数
1,545万人*2
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キリンHD

DCM（主幹事・SA）

SUBARU

ソーシャルボンド

グリーンボンド

FY18 FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

日本企業の競争力強化①

 〈みずほ〉の強みを活かし、大企業ビジネスにおけるリードポジションを堅持

M&A関連

不動産関連

SI領域*2

国内DCM*3
シンジケーション

1位 1位
（6連続） （15連続）

国内SDGs債

1位
（5連続）

サステナブルファイナンス
（シンジケートローン・グローバル）

1位
（邦銀）

ECM

M&A

東京ガス（米国） Greenhillによる
アドバイザリー

株式取得

CAGR +12%

マクロトレンドに伴うコーポレート
アクションの増加を着実に取り込み

ビジネスの拡大*1 主な案件実績（23年下期）

＜ありたき姿＞事業の創造＆成長に伴走するプロフェッショナル

課題

国内ECM M&A

4位 7位 • Greenhillの機能活用も含めた
M&Aビジネスの更なる強化

進捗進捗進捗

進捗と課題

アサヒグループHD

ソラコム

海外売り出し

IPO                                    
(大企業×スタートアップ）

CVCキャピタルパートナーズ
総合メディカル

*1: 業務粗利益 *2: ストラテジック・インベストメント。エクイティ・メザニン等の資本性ファイナンス分野 *3: 参照期間は18年4月~24年3月。引受金額ベース、ローンチ日ベース サムライ債、地方債（主幹事方式）、優先出資証券を含み、
自社債・証券化・ST除く。（出所）Capital Eye *4: 参照期間は09年4月～24年3月。国内のみ *5:（出所）LSEG *6: 参照期間は19年4月~24年3月 *7: 参照期間は23年4月～24年3月
*8: グローバル全体では3位 *9: ブックランナーベース、価格決定日ベース、新規公開株式、既公開株式、転換社債型新株予約権付社債の合算（REIT含む） *10: 取引金額ベース、日本企業関連、不動産案件を除く

*5*7*8

*5*7*9
*5*7*10

*3*５

*4*5

顧客利便性
の徹底追求

サステナビリティ
＆イノベーション

資産所得倍増
に向けた挑戦

「 」 グローバル
CIBビジネス

日本企業の
競争力強化

FY23 リーグテーブル
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日本企業の競争力強化②

 成長支援・事業承継をキーワードに、中堅企業を中心に戦略的アプローチを開始し、パイプライン積み上げ
 イノベーション企業へのリスクマネー供給を始めとしたニーズ対応も順調に進展

22/4 23/4 24/4

+4%
+18%

企業価値向上に向けた取り組み（事業成長支援室立上げ）

東証改革等を起点とした取り組み

 現場対応力の強化

• マネジメントクラスの推進役設置

• 信託エッジの磨き上げ

うち、M&A・IB関連

FY21 FY22 FY23

+1.6%

+5.4%
＜末残+15.5%＞

顧客利便性
の徹底追求

サステナビリティ
＆イノベーション

資産所得倍増
に向けた挑戦

「 」 グローバル
CIBビジネス

日本企業の
競争力強化

進捗 案件パイプライン 貸出金（平残）進捗

課題 • パイプラインの実績化に向けた取り組みの加速

中堅上場企業への戦略的アプローチ

事業承継ビジネスの強化

課題 • 多様な主体がリスクマネーを供給する架け橋になること

イノベーション企業への戦略的アプローチ

専門法人部・審査部設立による対応力強化

宇宙ビジネスなどディープテック領域へのリスクマネー供給を強化

 AI技術を活用した、UPSIDER社とのデッドファンドは、

半年足らずで枠の約半分を費消

東京での過去最大規模のイベントなど、各主要都市で開催

17/3末 23/3末 24/3末

RORA
3%台

CAGR
+10%

進捗 投融資残高*

* RBCのイノベーション企業に対する投融資残高

約1,000件超
商談件数
（23年度）

進捗 イベント開催（“繋ぐ”）

+25%

約6,000名

延べ
参加者数

東京

福岡大阪

名古屋

前年度末比

+20%

案件パイプライン進捗
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将来を見据えた取引先のアクション促進

FY22 FY23

サステナビリティ＆イノベーション

サステナブルファイナンス組成額推移

FY19 FY22まで
累計

目標

100兆円
サステナブルファイナンス

FY30目標

うち環境・気候変動対応ファイナンス

21.2兆円

2.4兆円

FY23まで
累計*1

31.1兆円

50兆円

14.0兆円

*1: 速報ベース *2: 価値共創投資・トランジション出資枠の両枠合計

トランジション出資枠・価値共創投資の実績

(運用初年度)

出資枠*2の運用実績

約6倍に

増加

進捗と課題

進捗進捗

課題
• トランジション支援および将来の産業構造転換に

向けた取り組みの加速
• 競争力強化に向けた新たな領域への取り組み

 エンゲージメントを通じたトランジションの支援とともに、個別事業への出資等を通じて取引先のアクションに貢献
 サステナ、サーキュラーエコノミー分野等ではプラットフォーム構築に向けて、お客さまと共創開始

トランジション支援の取り組み事例

エネルギー
• 次世代技術の社会実装をサステナブル

ファイナンスで支援 進捗

インパクト
ファイナンス

水素
電源・熱源・原料の脱炭素化への貢献
水素2兆円宣言 (2030年までのファイナンス実行）

インパクトを通じた企業価値向上
「インパクトビジネスの羅針盤」のリリース

カーボン
クレジット

金融を通じた脱炭素事業・技術の促進
Climate Impact X（星）へ出資

電力インフラの
レジリエンス強化

廃棄物処理・
環境改善

資源循環

蓄電池

CCSの商用化

カーボン
ニュートラル

国内洋上風力向け融資案件 FA就任（2件）

水素等のグローバル案件への関与増加

顧客利便性
の徹底追求

サステナビリティ
＆イノベーション

資産所得倍増
に向けた挑戦

「 」 グローバル
CIBビジネス

日本企業の
競争力強化

P.72
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グローバルCIBビジネス①

 バンキング・マーケッツ機能のケイパビリティ拡充を通じてCIBモデルを深化

顧客利便性
の徹底追求

サステナビリティ
＆イノベーション

資産所得倍増
に向けた挑戦

「 」 グローバル
CIBビジネス

日本企業の
競争力強化

＜ありたき姿＞グローバルCIBトップ10の戦略パートナー

〈みずほ〉のグローバルCIBビジネスモデル

FY19 FY23

プライマリー

セカンダリー

IG DCM/LCM中心

～18年度 24年度見通し 将来

資本市場における事業領域を段階的・戦略的に拡大

プライマリー・セカンダリーにおける
市場全体のフィープール

78% 85%

選別的にプロダクツ拡大

48%

進捗と課題：米州

みずほの
プロダクツカバレッジ

進捗

コロナ
・利下げ

利上げ
資本市場

活況

プロダクツ多様化を通じた収益補完により、安定的に成長

市場環境

FICC

貸出
DCM

LCM

FICC
Equity

貸出 預金
M&A

収益ドライバー例

Greenhillの活用拡大

 バンキング（プライマリー）とS&T（セカンダリー）が、
顧客ニーズを起点として相乗効果を発揮し、
一体的に成長していくモデル

バンキング（プライマリー）

• お客さまに対して、資本市場等を活用した
様々な金融ソリューションを提供

S&T（セカンダリー）

• バンキングを支えるセカンダリー機能として、
マーケットメイキングを中心に展開

‒ 資本市場に参加する発行体（事業法人）への
ヘッジ機能、ソリューションの提供

‒ 機関投資家等への取引フローと
ファイナンシングの提供

⇒ バンキングとS&Tが収益的にも相互補完しあう関係を構築
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グローバルCIBビジネス②

 Greenhill買収によりプロダクツケイパビリティを拡充し、グローバルでのソリューション提供力を強化

世界15拠点を有するGreenhillのPMI推進

• 〈みずほ〉顧客に対して、グローバルにM&Aサービスを提供

• Greenhill顧客に対して、資本市場プロダクツを提供

顧客利便性
の徹底追求

サステナビリティ
＆イノベーション

資産所得倍増
に向けた挑戦

「 」 グローバル
CIBビジネス

日本企業の
競争力強化

リーグテーブルGreenhill

進捗

日系米国子会社による
買収案件

主な取引事例

米国企業による
域内買収案件

M&Aアドバイザリー M&Aアドバイザリー

米系インド子会社による
クロスボーダー買収案件

M&Aアドバイザリー

ファイナンス

FY22 FY23 FY30

グローバル 17位 14位 10位以内

アジア 1位 1位 1位

30年度までにグローバルTop10へ

リーグテーブル*（グローバル）

* フィーベース。グローバルはDCM, LCM, ECM, M&A。（出所）Dealogic

FY19 FY23

順位 シェア 順位 シェア

IG L/DCM 9位 3.4% 8位 4.3%

Non-IG L/DCM 23位 1.0% 14位 1.9%

ECM 32位 0.4% 18位 1.2%

M&A 54位 0.2% 29位 0.5%

資本市場プロダクツの強化・シェア伸長

リーグテーブル*（米州）

課題 GreenhillのPMI推進と日本を含む地域間連携の深化
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グローバルCIBビジネス③

*1: 流動性預金＋外為＋トレードファイナンス（非金利）収益額 *2: Carbon dioxide capture and storage

銀証一体での本格的な基盤構築を通じ、エマージング通貨の
Rates, FXフローの一層の取り込みとリソース最適化を実現

- ～23年度：銀証一体化に向けた体制整備
（セールス部隊の一体化、業務プロセスの統一等）

- 24年度 ：銀証一体ビジネスの本格稼働・収益化

デリバティブ

顧客利便性
の徹底追求

サステナビリティ
＆イノベーション

資産所得倍増
に向けた挑戦

「 」 グローバル
CIBビジネス

日本企業の
競争力強化

進捗と課題：APAC 進捗と課題：EMEA

進捗

FY22 FY23 FY25

+32%

+24%

トランザクションバンキング サステナビリティ

 サステナビリティのトップランナーであるEMEAにおいて、
ファイナンスアレンジで培った知見をアドバイザリーに繋げる

世界初の次世代地熱発電・地域熱供給案件
へのプロジェクトファイナンスの組成

欧州企業初のグリーンニンジャローンの
ESGコーディネーターに就任

進捗

CCS*2プロジェクト向けアドバイザリー

欧州初の原子力を対象としたグリーンボンドの
アクティブブックランナーに就任

進捗

課題 • デリバティブ、FXのフロー拡大 課題 • 蓄積したサステナビリティ知見のグローバル展開

トランザクション
バンキング収益*1

 トレードファイナンスを起点に資金流を取り込み。
FXや預金の獲得及び顧客基盤の拡大に取り組んだ結果、
トランザクションバンキング収益が伸長



企業価値向上に向けた取り組み

- ビジネス注力テーマの進捗

Appendix

1 23年度決算の概要

- 成長を支える経営基盤の強化

2

- 規律ある財務運営
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 企業風土の変革と人的資本の強化を土台とし、〈みずほ〉の成長を支える経営基盤の強化を図る

経営基盤の強化

「イノベーション創出」「顧客体験の向上」
「業務プロセスの改善」の全社的な定着

DX推進力の強化

ありたき姿

IT改革の推進

ビジネスの迅速な遂行を実現する

IT戦略の推進

ありたき姿

社員の挑戦を後押しする
カルチャーの創出

企業風土の変革

ありたき姿

社員ナラティブな人事制度と、戦略人事の
両輪を通じた組織・人材の活性化

人的資本の強化

ありたき姿全ての土台

ビジネス拡大・環境変化に応じた
不断の取り組み強化・実践

安定的な業務運営

ありたき姿
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価値創造の源泉たる人的資本の強化に向けて

 戦略実行の原動力である「人材」が能力を最大限に発揮できるよう、社員エンゲージメントの向上や
インクルーシブな組織づくりを進める

業務インフラの改善、DX（AI活用等）

推進による効率化

管理職等の意思決定層における

多様性の確保

「自分らしい」働き方を支援する

環境・ 制度作り

社員起点のカルチャー改革、

行動様式の変化を促進

新人事制度〈かなで〉の導入

（24年度～）

IT改革の
推進

DX推進力
の強化

人的資本の
強化

企業風土の
変革

安定的な
業務運営

P.36 P.38

P.37

＜パーパスの制定＞
一体感の醸成

人材と組織を強化する
人的資本経営

多様な人材を活かす
DEIの推進

社員の挑戦をサポート
働きやすい

職場環境の整備

カルチャーの改革

経営陣が粘り強く社員との

コミュニケーションを継続 P.35
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トップが率いるカルチャー改革

 CUGアンバサダーの任命

 CUG毎の課題設定

‒ 意識調査の分析深掘り

‒ アクションプラン策定

タウンホールミーティング

 CUG長からのメッセージ配信と対話

 社員の自発的な取組みの推進・支援

 社内コミュニケーション促進

拠点訪問・座談会

M-DIM*2

木原GCEO 加藤頭取

秋田CCuO

FG木原GCEO 国内69拠点、タウンホール・座談会等 50回
BK加藤頭取 国内32拠点、タウンホール・座談会等 74回
SC浜本社長 国内26拠点、タウンホール・座談会等 38回
TB梅田社長 国内34拠点、タウンホール・座談会等 30回
RT吉原社長 国内23拠点、タウンホール・座談会等 51回

CEO/経営メンバーによる社員への企業理念浸透

各CUGによる取り組み

 経営メンバーが社員とのコミュニケーションを粘り強く継続。社員からの提言について対応方針をフィードバック
 各CUG*1による取り組みも本格化し、ビジネス現場の実態に沿った改革を展開

IT改革の
推進

DX推進力
の強化

人的資本の
強化

企業風土の
変革

安定的な
業務運営

*1: カンパニー、ユニット、グループ *2: Mizuho Diversity & Inclusion Month
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社員が〈みずほ〉の広いフィールドで活躍できる
プラットフォーム

人的資本経営の実践

 24年度から、新人事制度〈かなで〉への移行

 社員一人ひとりが働きがい・働きやすさを感じながら、自分らしく活き活きと働く

 会社として人的資本を強化・活用し、戦略遂行に必要な人材ポートフォリオを構築する

 結果的に、社員と〈みずほ〉がともに成長する

ありたき姿

「年功序列や現状維持的な価値観」から

グループ一体の制度へ

「人事部」主導の人事運営から

ビジネス戦略遂行に必要な人材の「質」と「量」の確保に向け
人材要件の定義、採用・運用・育成

• 人的資本KPI

社員の役割や能力に応じた「役割給」導入・
個人の目標達成に応じた賞与決定

• キャリア採用

「エンティティ毎に異なる制度」から

社員が自律的に挑戦し、キャリアを追求する仕組みへ ビジネス特性に応じた人材の配置・育成

FG BK TB SC RT

人事プラットフォーム

ビジネス戦略とのアライメント社員の挑戦を後押しする制度

P.38 P.80

IT改革の
推進

DX推進力
の強化

人的資本の
強化

企業風土の
変革

安定的な
業務運営
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社員起点のカルチャー改革

 参加型企画を通じ、社員自らがカルチャーを作り上げる機運を醸成
 社員の自発的な施策やアイデアの実現を全力でサポート。行動様式に変化の兆しあり

新規ビジネスや業務効率化に
関するコンテストを実施

OVERALLs社 × 〈みずほ〉

応募数 2,019件 331部店

選定アイデア 10件

「対面コミュニケーションの活性化」
「働きやすい職場づくり」

コミュニケーション活性化や
新しいアイデアの創造

メンタリング

 みずほ版Forbes Japan発刊  リバースメンター

生成AIアイデアソン  ともにオフィスを考える

企業理念アート

若手社員 役員

社員参加型企画 社員の行動に「変化の兆し」

社員発のアイデアを事業化

• 社員発のアイデアを募る「GCEOチャレンジ」から初の事業化案件。
セガXDとの合弁会社、「みずほポシェット」を設立。

• 本案件を進めてきたみずほ銀行の社員が代表取締役社長に就任

第１号案件

×

支店のアイデアが全国に展開

みずほNISAカフェ

• ドリンクを飲みながら気軽に参加できるNISAセミナー

• 八重洲・日本橋エリアの支店と本部が企画し、全国規模の施策に発展

• ノウハウや工夫が社内SNSを通じて共有され、運営手法を改善

IT改革の
推進

DX推進力
の強化

人的資本の
強化

企業風土の
変革

安定的な
業務運営
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FY20 24/3月末

キャリア採用構成*2

4割

22/3末 24/3末

キャリア採用

FY21 FY22 FY23

多様な人材ポートフォリオの構築

 多様な人材が働ける環境を整備することで、成長を加速

組織の枠を超えたネットワークの拡充（アルムナイ）

キャリア採用動向

（概数）

570 名

860 名

社外で活躍するアルムナイと現役社員のマッチングを通じた
新たなビジネス創出と社会貢献の実施や、人材獲得を推進

114 名アルムナイ×アルムナイ

ビジネスマッチング例

アルムナイ×みずほキャピタル
大幅UP

IT・デジタル人材

約2割

フロント人材

約4割

その他
サステナ人材等

FG・BK・TB

*1: マイナビ大学生就職企業人気ランキング（2025年卒・文系総合ランキング）*2: FG・BK・TB、FY23実績 *3: FG・BK・TB・SC・RT5社分の合計

21/3末 24/3末

キャリア採用者の
管理職比率 16%

新たな人事制度により活躍
しやすい環境へ

SC

RT

今年度登用した執行役員新卒採用

大学生の就職企業

人気ランキング*1

2位

(前年15位）

海外での

採用比率 1.5割

戦略遂行に必要な人材
の確保

多様な人材の確保 経営層の多様性確保

3割

女性比率

部店長相当職の女性比率

7 %

10 %

ガバナンス人材

約1割

*3

1,400 名超

IT改革の
推進

DX推進力
の強化

人的資本の
強化

企業風土の
変革

安定的な
業務運営



39

企業風土変革の進捗

 社員意識に変化の兆しあり。行動様式の変革に至る“大きな潮流”にするべく、引き続き必要な打ち手を講じる

* 社員意識調査におけるエンゲージメントおよびインクルージョンに関する各４設問に対する回答の肯定的回答率（1～5の5段階で4、5を回答した割合）

ありたき姿
すべての役職員が企業理念を自分ごととして捉え、その実現に向けて自発的に考え、行動し、

一体となってお客さま・経済・社会に価値を提供できている状態

 ほぼすべての項目が改善。特にパーパスの浸透に成果

 ただし、低水準の項目も

部店長層の牽引による企業理念の浸透

バリューの浸透を通じて、行動様式の変化を促進

現場の声に耳を傾け、組織・社員の個別状況を理解
評価 大きく改善 改善するも低水準

項目
「変革の実感」

「企業理念への共感」

「現場と本部の相互理解」

エンゲージメント
スコア*

インクルージョン
スコア*

55%
60%

65%

51%

59%
65%

意識調査の分析 FY24の重点取り組み事項

FY22 FY23 FY25目標 FY22 FY23 FY25目標

IT改革の
推進

DX推進力
の強化

人的資本の
強化

企業風土の
変革

安定的な
業務運営
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安定的な業務運営の徹底

*1: 影響が大きいシステム障害（国内影響、外部起因除く）、何れも対象期間は23年4月～24年3月の集計 *2: 当日中に処理すべき取引が翌日扱いとなった障害の発生件数（国内）

 各種システムの点検・改善対応は、日常業務に組入れ、障害発生の抑止に向け不断の取組み

 また外部環境の変化や〈みずほ〉のビジネス拡大を踏まえ、ガバナンス・IT態勢の高度化を継続

システム障害
防止

• 予防保守点検を実施し、早めの部品交換

• 復旧手順を含めた業務可視化、共有

障害対応力
向上

• 初動の徹底、お客さまへの迅速な告知体制

• ATMスピーカーの実践活用訓練を実施

取り組みの
継続

• 他社事象や外部環境を捉えたレベルアップ

• 「IT・DX委員会」を設置し、監督機能を更に発揮

風化防止
• 風化させないための展示室設置

• リアリティと緊張感がある実戦型訓練の実施

 23年度は大規模障害を抑止

• 大規模障害件数*1 ： 0件

• システム復旧3時間超*1 ： 0件

• 翌日扱い障害件数*1 *2 ： 0件

社員一人ひとりの風化防止に向けた全社的取り組みを実施

 24年1月15日の報告を以て金融庁宛ての法定報告完了

海外の内部管理体制強化を継続

サイバーセキュリティ対策強化プログラムの高度化

各強化プログラムの項目を実施

更なる高度化に向けてロードマップ策定

進捗

進捗

業務改善計画に対する進捗 ガバナンス・IT態勢の高度化

 23年度より地域CxOを登用

海外拠点は各種課題について、
自律的な取り組みを実施

海外拠点 自部署統制

地域CxO

域内拠点への指導、課題への
取り組み状況を評価

東京本部 評価・サポート

連携

連携

IT改革の
推進

DX推進力
の強化

人的資本の
強化

企業風土の
変革

安定的な
業務運営
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IT改革の推進

 個別の商品見直しは一部進展。社内横断的な新陳代謝・経営資源の捻出に向けて、不断の取り組みが必要

IT業務変革

ガバナンス発揮
人材・体制

強化

システム構造
最適化

• 商品・サービスの改廃や業務効率化等による新陳代謝を継続的に行い、将来の経営資源を捻出

• 人材の更なる確保・育成、最適な配置、社内IT業務の標準化・グループ内業務重複の解消

ありたき姿
ビジネスの迅速な遂行を実現するIT戦略の推進

（安定稼働、ビジネスのサポートに留まらない）

IT改革の推進に向けた取り組みの進展

人事システム一元化、個社向け商品の統合管理システム廃止等を実施

改廃検証運営の定着化、投資経費可視化ツール導入、ROI・KPI明確化

商品・サービス
業務自体の見直し

課題

進捗

開発・保守・運用業務の自動化推進
（AI活用など）

外部専門人材の確保
 ビジネスサイドのITリテラシー向上

将来を見据えたアーキテクチャ・
システムロードマップ整備に着手

 システムリスク管理の高度化を実現、
海外ITに対するガバナンス強化の枠組みを整備

P.38

IT改革の
推進

DX推進力
の強化

人的資本の
強化

企業風土の
変革

安定的な
業務運営



42

終わりに（みずほに投資いただきたい理由）

持続的な成果の提示と
成長へのコミット

カルチャー改革に
着実な進展

“変化の兆し” を “大きな潮流”へ

強みを磨いて、繋ぎ、
独自のビジネスモデル構築へ



企業価値向上に向けた取り組み

- ビジネス注力テーマの進捗

Appendix

1 23年度決算の概要

- 成長を支える経営基盤の強化

2

- 規律ある財務運営
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5,765 

965 

4,485 
4,710 

5,304 
5,555 

6,789 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

FY17 FY18 FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

7.7%

1.2%

5.8% 5.9%
6.4% 6.6%

7.6%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

5,380 

4,083 

6,725 

7,997 

8,531 

8,071 

10,058 

72.3%

78.8%

68.0%

64.0%
62.7%

64.6%

62.9%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

FY17 FY18 FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

業績推移

連結業務純益・経費率 親会社株主純利益・連結ROE
（億円） （億円）

*1: ETF関係損益等を含む *2: その他有価証券評価差額金を除く

経費率

連結業務純益*1

連結ROE*2

親会社株主純利益
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BK連結

78%

TB連結

5%

SC連結

11%

みずほグループ概観：業務粗利益構成比（FY23）

*1: 地域別区分は本部計上分を除いて集計 *2: 各子会社間の内部取引として連結消去すべきものを含む

CIBC

21%

RBC

28%

GCIBC*1

25%
GMC

16%

AMC

2%

カンパニー別
2.7兆円

その他*2

エンティティ別
2.7兆円

Americas

EMEA

法人
51%

個人
49%

APAC

非日系比率は約6割

その他
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業務粗利益 経費 業務純益 当期純利益 ROE

FY23 前年度比*1 FY23 前年度比*1 FY23 前年度比*1 FY23 前年度比*1 FY23

顧客部門 20,330 +1,357 △12,574 △1,053 7,914 +477 5,553 +218 7.3%

RBC 7,492 +426 △6,511 △454 1,050 +247 512 +119 2.7%

CIBC 5,563 +476 △2,178 △157 3,462 +333 2,873 △74 9.2%

GCIBC 6,702 +430 △3,524 △431 3,374 △2 2,235 +275 9.0%

AMC 572 +24 △361 △11 28 △101 △66 △103 -

市場部門（GMC）*2 4,325 +1,183 △3,074 △540 1,250 +651 828 +480 3.8%

バンキング*2 454 +644 △500 △70 △46 +574

セールス ＆ トレーディング 3,871 +538 △2,574 △469 1,296 +76

カンパニー別業績

グループ合算、速報値

*1: 前年度計数をFY23管理会計ルールに組み替えて算出 *2: 2行合算のETF関係損益を含む

（億円）
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KPI等

FY22 FY23 YoY

業務粗利益 1 7,066 7,492 +426

うち金利収支 2 2,884 3,179 +295

うち非金利収支 3 4,182 4,313 +131

経費*2 4 △6,058 △6,511 △454

持分法による投資損益 5 △184 70 +253

業務純益 6 804 1,050 +247

与信関係費用 7 △133 △67 +66

株式等関係損益 8 142 143 +1

その他 9 △420 △614 △195

当期純利益 10 393 512 +119

内部リスク資本 (平残) 11 19,436 19,149 △287

ROE 12 2.0% 2.7% +0.7%

業務粗利益RORA 13 3.9% 4.1% +0.2%

経費率 14 85.7% 86.9% +1.2%

業績概要

リテール・事業法人カンパニー
グループ合算*1

1,146 1,273 

1,139 1,206 

1,897 1,833 

4,182 4,313 

FY22 FY23

個人運用 ソリューション その他

8.6 8.2 

16.0 16.3 

24.6 24.5 

0.60% 0.61%

FY22 FY23

個人 法人 法人SP

貸出金（平残）・スプレッド*3

（兆円）

非金利収支
（億円）

＜個人＞ 23/3末 24/3末

預かり資産残高(兆円) 50.9 61.8

うちSC*7(兆円） 45.4 55.5

株投平均保有年数*8 7.4年 6.7年

(参考)業界全体*8*9 5.1年 4.1年

＜法人＞ FY22 FY23

IPO件数*4 2位 3位

高採算貸出*5（億円） 7,129 9,153

880

550

2.8%

119%

93%

年度計画 達成率
（億円）

金利収支の増加や経費コントロールが寄与し、業務純益は計画を超過。
臨時費用の増加を主因に、当期純利益は計画未達

*1: 23年度管理会計ルール。過年度計数を遡及修正 *2: 除く臨時処理分等 *3: BK+TB、管理会計。グループ内貸出金・政府等向け貸出金を除く *4: IPOブックランナー件数 （出所）Capital Eye
*5: 10億円以上の採算性の高い貸出末残 *6: BK+SC（リテール・事業法人部門） *7: リテール事業法人部門 *8: 過去1年の平均保有残高÷解約・償還総額より算出 *9: 一般社団法人投資信託協会の公表データより作成

＜個人＞ FY22 FY23

NISA口座開設*6

（万件）
6.0 11.7
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コーポレートアクションへの能動的なアプローチ等により業務純益は大幅
増益。フォワード・ルッキングな引当積増しにより純利益は微減

リーグテーブル等

1,359 1,641 

1,294 
1,336 

2,652 
2,977 

FY22 FY23

ソリューション その他

業績概要

30.0 31.2 

0.53% 0.55%

FY22 FY23

残高 SP

FY22 FY23 YoY

業務粗利益 1 5,087 5,563 +476

うち金利収支 2 2,436 2,564 +128

うち非金利収支 3 2,652 2,977 +325

経費*2 4 △2,021 △2,178 △157

持分法による投資損益 5 64 77 +13

業務純益 6 3,129 3,462 +333

与信関係費用 7 △438 △863 △425

株式等関係損益 8 1,003 868 △135

その他 9 △748 △595 +153

当期純利益 10 2,946 2,873 △74

内部リスク資本 (平残) 11 33,149 31,115 △2,035

ROE 12 8.9% 9.2% +0.3%

業務粗利益RORA 13 2.2% 2.4% +0.3%

経費率 14 39.7% 39.2% △0.6%

コーポレート＆インベストメントバンキングカンパニー

貸出金（平残）・スプレッド*3

3,210

2,810

8.8%

108%

102%

（億円）
グループ合算*1

（兆円）

FY22 FY23

DCM*4 1位 1位

SDGs債*4 1位 1位

LCM*5 1位 1位

ECM*5*6 ４位 4位

非金利収支
（億円）

FY22 FY23

M&A*5*7 件数 3位 3位

金額 4位 ７位

SI投資*8

（末残、FY19=100)
135 151

*1: 23年度管理会計ルール。過年度計数を遡及修正 *2: 除く臨時処理分等 *3: BK+TB、管理会計。グループ内貸出金・政府等向け貸出金を除く *4: 引受金額ベース。ローンチ日ベース。サムライ債、地方債（主幹事方式）、
優先出資証券を含み、自社債・証券化・ST（セキュリティトークン債）除く。(出所) Capital Eye *5: (出所) LSEG *6: ブックランナーベース、価格決定日ベース、新規公開株式、既公開株式、
転換社債型新株予約権付社債の合算（REIT含む） *7: 日本企業関連公表案件。不動産案件を除く *8: ストラテジック・インベストメント。エクイティ・メザニン等の資本性ファイナンス。FY19末を100とした場合の実績。

年度計画 達成率
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リーグテーブル等

358 701

1,842 
1,900 

922
873

3,123 
3,474 

FY22 FY23

IBビジネス 与信関連手数料 その他

1,062 936 

1014 1,061 

574 503 

2,650 2,500 

1.01%
1.06%

FY22 FY23

APAC Americas EMEA SP

業績概要FY22 FY23 YoY

業務粗利益 1 6,272 6,702 +430

うち金利収支 2 2,829 2,645 △183

うち非金利収支 3 3,123 3,474 +352

経費*2 4 △3,093 △3,524 △431

持分法による投資損益 5 204 220 +16

業務純益 6 3,376 3,374 △2

与信関係費用 7 △297 15 +311

株式等関係損益 8 - 9 +9

その他 9 △1,119 △1,163 △43

当期純利益 10 1,959 2,235 +275

内部リスク資本 (平残) 11 25,743 24,887 △856

ROE 12 7.6% 9.0% +1.4%

業務粗利益RORA 13 2.4% 2.7% +0.3%

経費率 14 49.3% 52.6% +3.3%

グローバルコーポレート&インベストメントバンキングカンパニー

*1: 23年度管理会計ルール。過年度計数を遡及修正 *2: 除く臨時処理分等 *3: BK（含む中国・米国・オランダ・インドネシア・マレーシア・ロシア・ブラジル・メキシコ現地法人）、グループ内貸出金を除く
*4: 投資適格の企業が発行する債券、フィーベース （出所）Dealogic *5: 非投資適格の企業が発行するハイイールド・ローン・債券、フィーベース（出所）Dealogic *6: 流動性預金＋外為＋トレードファイナンス（非金利）

貸出金（平残）・スプレッド*3

3,320

2,170

7.9%

102%

103%

（億円）
グループ合算*1

（億ドル）

貸出金需要が弱く金利収支が伸び悩む中、非金利収支が業務
粗利益を牽引。与信関係費用戻入もあり当期純利益計画を達成

FY22 FY23

米州IG DCM*4 8位 8位

除く米銀 2位 2位

シェア 4.2％ 4.4％

米州Non-IG LCM/DCM*5 16位 14位

除く米銀 6位 6位

シェア 1.7％ 1.9％

FY22 FY23

アジア
トランザクション
バンキング
収益*6

（FY19対比）

125％ 155%

非金利収支
（億円）

年度計画 達成率
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業績概要

〈参考〉 評価差額*4

グローバルマーケッツカンパニー

FY22 FY23 YoY

業務粗利益 1 3,142 4,325 +1,183

バンキング 2 △190 454 +644

S&T 3 3,332 3,871 +538

経費*2 4 △2,535 △3,074 △540

持分法による投資損益 5 - - -

業務純益*3 6 599 1,250 +651

バンキング 7 △620 △46 +574

S&T 8 1,219 1,296 +76

与信関係費用 9 △4 4 +7

株式等関係損益 10 - - -

その他 11 △248 △426 △178

当期純利益 12 348 828 +480

内部リスク資本 (平残) 13 16,897 22,061 +5,165

ROE 14 2.1% 3.8% ＋1.7％

業務粗利益RORA 15 3.1% 3.3% +0.2％

経費率 16 80.7% 71.1％ △9.6％

*1: 23年度管理会計ルール。過年度計数を遡及修正 *2: 除く臨時処理分等 *3: ETF関係損益（2行合算）を含む
*4: 純資産直入処理対象分、ヘッジ勘案後。その他有価証券に係るヘッジ手段のうち、繰延ヘッジ会計適用分のネット繰延損益を勘案

ETF、
ファンド

国債 △464 

△4,546 △4,941

△ 1,128
△ 120

23/3末 24/3末

外国債券

△6,139 △5,059

（億円）

（億円） 連結

バンキング：

S&T：

S&T プロダクト別収益額

本邦株価上昇の捕捉や外債ネガティブキャリー打ち返し等
により増益。年度末にはポートフォリオの健全化を実施

プロダクト拡充等による収益力強化と多様な顧客フローの
捕捉が国内外で進展し、過去最高益

 バンキングポートフォリオの含み損
健全化実施により、評価損は縮小

 有価証券ポートフォリオ・ALM一体の
金利リスクコントロールを継続

Equity

FICC

内訳はカンパニー管理ベース（億円）

グループ合算*1

1,540

1,040

81%

80%

1,583 1,767 1,893 1,955 

22/上 22/下 23/上 23/下

4.2%

年度計画 達成率

2
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9.0 8.8 
11.0 

22/3末 23/3末 24/3末

（兆円） AM-One

KPI等

18.1 17.0 19.2 

42.4 45.5 49.7

60.5 62.5 
68.9 

22/3末 23/3末 24/3末

投信 年金・投資顧問

（兆円） AM-One

公募株式投信AUM*4

アセットマネジメントカンパニー

AUM

FY22 FY23

R&I投信会社
満足度調査*6 3位 4位

FY22 FY23 YoY

業務粗利益 1 548 572 +24

うち投信 2 329 353 +24

うち年金 3 132 140 +8

経費*2 4 △350 △361 △11

持分法による投資損益 5 △1 △119 △118

業務純益 6 128 28 △101

与信関係費用 7 - - -

株式等関係損益 8 - - -

その他 9 △92 △94 △2

当期純利益 10 37 △66 △103

内部リスク資本 (平残) 11 1,043 953 △90

ROE 12 3.5% - -

〈参考〉 ROE
（のれん考慮後）*3

13 19.6% - -

業務粗利益RORA 14 19.0% 20.8% +1.9%

経費率 15 63.9% 63.1% △0.8%

140

50

4.5%

20%

業績概要
グループ合算*1

(万人) 23/3末 24/3末

DC加入者等数*5 174.1 179.9

企業型 142.7 145.4

iDeCo 31.4 34.5

(兆円) 23/3末 24/3末

DC資産残高 2.9 3.7

DB資産残高 6.6 7.2

（億円）

投信・年金ともに前年度比増益も、持分法による投資損益の影響に
より、業務純益・当期純利益は前年度比で減益

*1: 23年度管理会計ルール。過年度計数を遡及修正 *2: 除く臨時処理分等 *3: 当期純利益への主要なのれん償却等及び内部リスク資本への主要なのれん等計上額を控除した試算値
*4: 除くETF（出所）投資信託協会公表データ *5: BK *6: AM-One （出所）格付投資情報センター「ファンド情報」390・417号

-%

年度計画 達成率



52

4,112 4,447 

903 920 
1,122 

1,387 434 
782 1,533 

1,643 
8,106 

9,180 

FY22 FY23

2,347 
2,366 

2,372 
2,370 

2,377 2,604 

1,902 

2,444 
2,332 

1,830 2,069 1,815 

4,741 

5,192 

5,120 

4,485 4,546 
4,329 

21/上 21/下 22/上 22/下 23/上 23/下

*1: 2行合算 *2: SC連結対象でない、MSUSA等の米国証券業務拠点 *3: 内部取引消去等調整を含む

連結粗利益

連単差

国内業務
部門*1

国際業務
部門*1

FY21：9,934 FY22：9,605

BK単体

TB単体

SC連結
MSUSA等*2

その他*3

390 
2,019 1,512 

1,927 2,053 

3,929 

570 

587 

547 

512 

5,071 

8,975 

FY22 FY23

BK単体

SC連結

MSUSA等*2

その他*3

AM-One

（億円）

資金利益 役務取引利益＋信託報酬
（億円）

（億円）

特定取引利益＋その他業務利益

FY23：8,876
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社債調達*

預金
△8,674

△47
+9

+135

資金利益（増減要因）

* 借用金を含む

受取配当金等
（国内投信等）

残高要因
利回り要因

+116
+25

4,743

4,982

+142

△712

4,162 3,884

残高要因
利回り要因

+1,161
+8,337

残高要因
利回り要因

△1,083
△7,591

調達
△11,637

（億円）

国内業務部門 国際業務部門 2行合算2行合算

（億円）

FY22 FY23

預貸金

国債

株式
（受取配当金）

その他

有価証券

FY22 FY23

預貸金
+824

貸出金
+9,499

市場 △389

運用
（外債等）
+11,247
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2,192 
2,489 

FY22 FY23

10,954 

11,789 

FY22 FY23

3,123 
3,474 

FY22 FY23

非金利ビジネス*1

GCIBC地域別内訳

国内法人ソリューション収益内訳

*1: FY23管理会計ルール、過年度計数を遡及修正。変更前の計数は、FY22: 11,134億円 *2: 投資銀行業務関連手数料、不動産仲介手数料を含む *3: BK投信・保険+SC個人セグメント、PBセグメント
*4: SCリテール事業法人部門と2行合算（保険、投資信託（除くMMF）、外貨預金）の合計 *5: BK+SC

＋835

（億円） （）内は前年度比

RBC：

ソリューション*2：

個人運用*3：

1,206     

1,273

（+67）

（+128）

4,313（+131）

AMC： 578 （+25）

CIBC： 2,977（+325）

ソリューション*2： （+283）1,641

GCIBC： 3,474（+352）

IBビジネス：

与信関連手数料：

（+343）

（+58）

701

1,900

474（+62）IB：

558（+14）不動産：

1,458（+221）与信関連手数料等：

EMEA： 573（+20）

APAC： 1,156（+77）

Americas： 1,745（+255）

IBビジネス：

与信関連手数料：

外為・デリバティブ他：

（+301）

（+13）

（△60）

596

1,040 

109

（参考）
預かり資産残高：
NISA口座：

61.8兆円

74万口座

（+10.8）*4

（＋8）*5
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グループ会社別業績

業務純益*1 FY22 FY23 前年度比

BK単体 5,434 6,240 +806

TB単体 306 267 △38

SC（米国拠点合算ベース）*2 1,145 1,822 +677

AM-One*3 210 206 △4

持分法による投資損益 118 262 +143

その他 854 1,258 +403

FG連結 8,071 10,058 +1,986

*1: ETF関係損益等を含む。連結調整前の概数 *2: 業務純益はSC連結計数に、SC連結対象会社でないMSUSA等の米国拠点の計数を単純合算したもの。当期純利益は同米国拠点を含んだ社内管理ベースの計数。
米国拠点の計数は業務純益1,315億円、当期純利益938億円 *3: 連結、のれん等償却を除く

当期純利益*1

当期純利益*1

BK単体 3,961 3,721 △239

TB単体 269 294 +24

SC（米国拠点合算ベース）*2 798 1,627 +829

AM-One*3 140 132 △8

持分法による投資損益 118 262 +143

その他 265 751 +485

FG連結 5,555 6,789 +1,234

FG連結

6,789

BK単体

3,721

1,627

132

262

SC（米国拠点合算ベース）*2

AM-One*3

294

TB単体

751

持分法による
投資損益

その他２行合算
4,016

うちベトコンバンク：254

（億円）
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B/Sの概要*1（24年3月末）

*1: ( )は23/3末対比 *2: 2行合算 *3: BK+TB、FY23管理会計ルール *4: 中国・米国・オランダ・インドネシア・マレーシア・ロシア・ブラジル・メキシコ現地法人、国内を含む *5: 社債、通貨スワップ等
*6: レポ、インターバンク、中銀預金等

うち外貨建て*3

貸出金*4

2,536(△309)

有価証券

その他

顧客預金*4

中長期調達*5

市場性調達*6

CD・CP

1,013 (+242)

1,434 (+188)

2,015 (△244)

1,055 (+178)

1,371 (+207)

541 (△20)

4,983億ドル (+121)

貸出金に対する顧客預金の割合：79%

国内＋海外日系約50%、
海外非日系約50%
（地域別：米州約20％、EMEA約10％、APAC約20%）

現金・預け金

うち日銀預け金*2

72.9（+5.8）

57.5（+6.3）

貸出金

92 (+4.0)

38(+0.8)

有価証券

預金・譲渡性預金

171(+7.1) 

その他

純資産

10 (+1.1)

147 (+19.4)

96 (+16.1)

その他

日本国債

外国債券

日本株式

11.4（△5.7）

15.8（+5.0）

3.7（+0.7）

RBC個人*3

RBC法人*3

CIBC*3

GCIBC*3

47.1（+0.8）

32.6（+1.7）

46.8（+1.6）

27.8（+1.0）

総資産 278兆円 (+24.4)
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CIBC

(+1.2)

RBC法人

(+0.3)

RBC個人

(△0.4)

貸出金スプレッド

預貸金利回差*2

*1: BK+TB。FY23管理会計ルール（FY21～FY22は遡及修正）、グループ内貸出金・政府等向け貸出金を除く *2: 2行合算、金融機関（FGを含む）・政府等向け貸出金を除く、国内業務部門

（兆円）

国内貸出金*1

：平残
：末残

上段
＜下段＞

（）内は前年度比

29.9

<29.5>

30.0

<30.2>

31.2

<31.8>

15.9

<15.7>

16.0

<15.9>

16.3

<16.5>

8.9

<8.8>

8.6

<8.4>

8.2

<8.0>

54.7

＜54.1＞

54.6

<54.6>

55.8

<56.6>

FY21 FY22 FY23

0.58%
0.60%

0.61%

0.52%
0.53%

0.55%

FY21 FY22 FY23

0.74% 0.76% 0.76% 

0.00% 0.00% 0.00%

0.74% 0.76% 0.76% 

FY21 FY22 FY23

貸出金利回・・・a
預金利回・・・b
預貸金利回差・・・a-b

CIBC
RBC法人
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1.16%
1.12%

1.36%

1.29%

3.48%

5.84%

0.12%

2.35%

4.48%

FY21 FY22 FY23

1,032

<1,024>

1,062

<972>
936

<854>

884

<906>

1,014

<1,074> 1,061

<1,032>

512

<552>

574

<506> 503

<468>

2,428

＜2,482＞

2,650

＜2,552＞ 2,500

＜2,354＞

FY21 FY22 FY23

APAC

(△126)

Americas

(+47)

EMEA

(△71)

海外貸出金*1

貸出金スプレッド

（億ドル）

預貸金利回差*2*3
：平残
：末残

上段
＜下段＞

1.07%

1.01%

1.06%

FY21 FY22 FY23

（）内は前年度比

*1: BK（含む中国、米国、オランダ、インドネシア、マレーシア、ロシア、ブラジル、メキシコ現地法人）。FY23管理会計ルール（FY21~22は遡及修正）、グループ内貸出金を除く *2: BK、国際業務部門
*3: 貸出金利回について、FY22中間期以降の計数に一部誤りがありましたので、FY22の貸出金利回を修正して表示しています。尚、四半期毎の修正後計数はFY22/2Q：2.34%、FY22/3Q：2.98%、FY23/1Q：5.55%、
FY23/2Q：5.68%、FY23/3Q：5.77%です

貸出金利回・・・a
預金利回・・・b
預貸金利回差・・・a-b
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23/3末 24/3末 26/3末

23/3末 24/3末 26/3末

低採算アセットの削減は進捗。

Americas・APACにて残高を積み上げ、EMEAは選別的に対応

（参考）貸出金の見通し

個人

法人

APAC

Americas

EMEA

FY23 vs FY24 FY24 vs FY25

APAC

Americas

EMEA

FY23 vs FY24 FY24 vs FY25

大企業

中堅・
中小企業

個人

個人（住宅ローン等）は漸減継続。

法人はサステナブルファイナンスやM&A等コーポレートアクション

対応資金を中心に堅調な増加を見込む

円貨

外貨

カンパニー管理ベースカンパニー管理ベース

CAGR
（法人）
3.0%前後

CAGR
2.0%前後

残高 スプレッド
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75

90

105

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

（兆円）

労働人口の減少
少子高齢化

コロナ等による
設備投資の停滞

（参考）日本企業を取り巻く環境

0

500

1,000

1,500

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

(千、件数）

国内 グローバル

東証改革
スタートアップ
企業の育成

地政学リスクの
高まり

トランジションの
潮流

サプライチェーンの
見直し

トランジション
対応の必要性

企業価値向上
に向けた投資促進

デジタル投資
事業承継ニーズ

老朽化による
設備更新需要

スタートアップ企業
への資金需要

資金需要拡大 コーポレートアクション増加

マクロ統計データ

国内企業M&Aの推移*2

1.5

1.0 0.5

2012 20232012

*1: 内閣府「四半期別GDP速報」よりRT作成。名目設備投資額 *2: レコフ「M&Aデータベース」よりRT作成。合併・買収案件のみ集計。公表後に解消した案件は除外
*3: 日本政策投資銀行「全国設備投資計画調査」よりRT作成。向こう3年程度で、国内・海外生産拠点を強化すると回答した割合。対象は大企業・製造業のうち、国内・海外の両方で生産活動を行っていると回答した企業

設備資金の推移*1

2023

0

20

40

60

80

100

2012 2022

海外生産拠点を強化

国内生産拠点を強化

（回答率、％）

1.0

100

50

国内・海外の生産拠点強化*3

2012 2023
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*1: BK連結＋TB連結。リスク所在国・地域ベースの保証勘案後残高。日系・非日系区分は内部管理ベース *2: Telecom, Media & Technologies

海外ポートフォリオ①

 グローバルな自動車関連企業や、石油・化学等の

有力国有企業、TMT*2等の大手民間企業中心

 不動産向け貸出金:

中国向け貸出金の1割程度かつ有力国有企業

向けが中心。同水準のコントロールを継続

 投資適格の香港財閥系コングロマリットが中心。

不動産市況悪化に対する耐性も、ストレステストを通じ確認済

中国・香港・台湾向け貸出金（24年3月末）*1

 貸出ポートフォリオの量・質をコントロールしつつ、非金利収支を中心に採算性向上を企図

期間・セーラビリティ等の工夫を講じ、アセットの機動性を確保

 トランザクションバンキング・DCM等の強化と、低採算アセットの見直しによる、個社・案件毎のリターン向上

31

85

89

台湾

香港

中国 非日系

非日系

非日系

日系

日系

日系

（億ドル）

リスク所在国・地域ベースの保証勘案後残高
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Non-IG
コーポレート

BB格 以上

79%

B格 以下

21%

その他
58％

注力
3業種
42％331億ドル

海外ポートフォリオ②

IGコーポレート

26％

Americas

4,477億ドル

スポンサーを選定の上、取引を実施

引受期間中の価格変動リスクは、
CDXも活用し機動的にヘッジ可能な体制

 BB+、BBが中心のポートフォリオ構成

 Non-IG コーポレート

PEスポンサー

LBO
ファイナンス
24%

その他*2

76%

注力3業種（IDI、TMT*3、ヘルスケア）を
中心に、選別的に対応

インターバンク
・日系企業等

35%

221億ドル

7％

5%

 セクター知見を活かし審査体制を強化

 PEスポンサー

他地域
6%

米国・カナダ
94%

 LBOファイナンスは僅少

 サブスクリプションファイナンスは短期が中心。
マージンローンは担保株価を厳格にモニタリング

中央銀行
・政府国債

21%

非日系Non-IG領域

*1

内部管理ベース

*1: BK連結＋TB連結。貸出金・コミットメントライン・保証取引・デリバティブ与信等を対象。リスク所在国ベースの保証勘案後残高 *2: サブスクリプションファイナンス、マージンローン
*3: Industrial & Diversified Industries、Telecom, Media & Technologies

Americas・EXP（24年3月末）
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1.12 1.07
1.25

1.15% 1.05% 1.17%

0.51% 0.52%
0.62%

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

22/3末 23/3末 24/3末

不良債権比率

海外不良債権比率

アセットクオリティ

FL引当金
（末残）

817 423 153

（兆円）

*1: 信託勘定を含む *2: BK（海外現地法人を含む）、カンパニー管理ベース *3: 代表主管店ベース *4: BK連結＋TB連結。貸出金・コミットメントライン・保証取引・デリバティブ与信等を対象。リスク所在国ベースの保証勘案後残高
*5: プロジェクトファイナンス案件を含む

与信関係費用 銀行法及び再生法に基づく債権*1
連結連結

（億円）

*2

日本*3

海外*3

△2,075

△790

+266

△276

△103

△1,329

△2,351

△893

△1,063

-300

200

700

1200

1700

2200

FY21 FY22 FY23

フォワード・
ルッキング

(FL)対応分
△67

△863
+15

RBC：
CIBC：
GCIBC：

費用

戻入益

非日系（ロシア系）
72％

日系
3％

中央銀行・
インターバンク取引

25％

11.2億
米ドル

〈参考〉 その他の要注意先債権 2行合算、銀行勘定

残高 1.9 1.8 1.9

引当率 3.46% 2.91% 4.08%

（参考）ロシア関連EXP*4（24年3月末）

 みずほEXP全体*4の0.1％以下

 ウクライナ・ベラルーシ向けEXP：なし

（全体）

*5
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0.1 兆円程度

海外アセットクオリティ

 アセットの大部分が投資適格相当

 海外の中小企業・個人向けファイナンスは僅少

*1: BK（海外現地法人を含む）、カンパニー管理ベース *2: BK連結+TB単体。貸出金・外国為替・コミットメントライン未使用枠等の総与信額。24年3月末。NRL=ノンリコースローン

71% 71% 69%

0.51% 0.52% 0.62%

22/3末 23/3末 24/3末

不良債権比率*1

投資適格相当比率*1

NRL

コーポレート+REIT

米国NRLオフィス：なし

• グローバル300戦略：

優良グローバル企業を中心に取引を推進

〈みずほ〉の海外戦略軸

 海外は全体の30%程度

 米国オフィス向けNRLのEXPはなし。
中国向けEXPは僅少

海外

5.1 兆円

内部管理ベース

国内 20% 弱

海外 10% 弱

（参考）

不動産業向け貸出金の割合EXP合計 18.5 100

国内 13.4 73

海外 5.1 27

（兆円） （%）

うち中国向け

貸出資産の質 不動産EXP*2
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株式残高

15/3末 23/3末 24/3末 26/3末

取得原価 評価差額*2

24/3末 23/3末比 24/3末 23/3末比

1 合計 314,046 △22,089 14,554 +6,430

2 株式 9,169 △803 21,332 +6,514

3 債券 143,948 △59,059 △345 +414

4 うち国債 109,681 △55,131 2 +466

5 外国債券 130,050 +28,698 △4,941 △395

6 うち米国債*3 85,730 +22,065 △4,609 △469

7 その他 30,877 +9,074 △1,490 △102

8 ベアファンド*4 3,464 △828 △1,369 △1,111

9 投資信託等 27,413 +9,903 △120 +1,008

（ご参考）

満期保有目的*5 40,451 +19,969

有価証券ポートフォリオ*1

*1: 時価のあるもの、組合出資分を除く *2: 純資産直入処理対象分。繰延ヘッジ会計適用分のネット繰延損益を勘案 *3: 米国債、GSE債 *4: 株式含み益の固定化を目的とするヘッジ取引分 *5: 2行合算
*6: 除く退職給付信託からの返還等+17億円 *7: 一部、BK・TBの資産に計上されている金額を含む。時価

19,629

9,973

23-25年度
売却目標

△3,000
9,169

〈参考〉みなし保有株式の売却*7

15/3末-23/3末 6,724

FY23 1,939

BK+TB、管理会計

売却のみ*6

△821

22/3末 23/3末 24/3末

14,554
8,12410,890

評価差額*2

売却・応諾額合計 △1,171

（億円） 残高(取得原価)（億円）

その他有価証券 連結連結
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債券ポートフォリオ

*1: その他有価証券で時価のあるもの *2: 内部管理ベース。ヘッジ考慮後、除く満期保有目的債券 *3: 残存期間1年以内のものを含む *4: 純資産直入処理対象分、繰延ヘッジ会計適用分のネット繰延損益を勘案
*5: 米国債、GSE債

日本国債残高*1 外国債券残高*1

（兆円）

17.4

14.0

9.8

7.6 

2.4 

1.0 

25.1

16.4

10.9

22/3末 23/3末 24/3末

中長期債*3

国庫短期証券

1.2

0.7

0.3

5.7
6.3

8.5

3.1
3.1

3.8

8.9
9.5

12.4

22/3末 23/3末 24/3末

1.6
1.1

2.4

米国債*5

評価差額*4（億円） 評価差額*4（億円）

その他

△305 △464 2

（兆円）

△2,795 △4,547 △4,948

平均残存期間*2 (年) 平均残存期間*2 (年)

2行合算2行合算
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 対顧ビジネスの補完的位置づけ。金利変動・クレジットサイクルの中で、財務運営を安定化
 円債・外債ともに、運用にあたってはトレンドの転換点を要見極め

利下げ局面利上げ局面

対
顧
部
門

債
券

ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ

預貸金収支

（ファンディングコスト）

増加

（増加）

減少

減少

減少

（減少）

増加

増加

キャリー収益

評価差額

補完ー

＋ ー

＋

• B/S構造

：預金超

• 債券の主な運用原資

：預金

円貨

• B/S構造

：貸出超

• 債券の主な運用原資

：レポファンディング

外貨

貸出金

59
兆円

預金

124
兆円

預金

2,015
億ドル

貸出金

2,536
億ドル

(24/3末) (24/3末)

（参考）債券ポートフォリオの役割
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〈参考〉 22/3末 23/3末 24/3末

CET1比率 9.9% 9.9% 10.5%

9.3% 9.5% 9.8%

バーゼル規制関連

12.46%
11.80% 12.73%

22/3末 23/3末 24/3末

22/3末 23/3末 24/3末

レバレッジ比率 4.56% 4.46% 4.70%

外部TLAC比率

リスクアセットベース 24.24% 24.02% 25.35%

総エクスポージャーベース 8.43% 8.85% 9.17%

総自己資本 113,516 113,069 123,146

Tier1資本 97,132 98,033 108,018

CET1資本*1 80,672 83,155 92,599

AT1資本*2 16,460 14,878 15,418

Tier2資本 16,383 15,035 15,127

リスクアセット 647,304 704,341 727,202

総エクスポージャー 2,129,720 2,194,411 2,293,768

CET1比率

Tier1比率

総自己資本比率

[11.52%][その他有価証券
評価差額金を除く]

15.00%

21年度4Q 22年度4Q 23年度4Q

流動性カバレッジ
（LCR）比率

136.5% 130.6% 129.7%

適格流動資産 711,741 775,999 811,683

純資金流出額 521,409 594,194 625,716

同（その他有価証券評価差額金
を除く）

[11.28%]

13.91%

[11.83%]

14.85%

自己資本比率 その他規制比率
（億円） （億円）

*1: 普通株式等Tier1資本 *2: その他Tier1資本

連結 連結

（完全実施ベース）

17.53%
16.05%

16.93%
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（参考）24年3月 日銀金融政策変更による想定影響（概算）

59

市場連動：

固定：

プライム貸出等：

約60％

約20％

約20%

貸出金

〈平均残存期間〉： 0.3年*3

74

短期国債*2：

中長期国債：

10

2

日銀当座預金： 56

市場性運用

124

流動：

定期：

約80%

約20%

預金

4その他
13その他

円貨B/S（24/3末*1）

24年度 業務計画への影響額

2016年、マイナス金利政策導入時の影響額（当時試算）

 Tibor
 0.30%?

+350 億円

Tibor 3M

短期プライム

貸出金収支

 Tibor
 0.30%?

+400 億円市場性運用

△300 億円

基準金利

預金収支

450 億円程度

△400 億円程度

（兆円）

日本国債
10年債利回り

日銀当座預金

普通預金

定期預金1年

定期預金10年

（参考）

*1: BK、内部管理ベース *2: 含む政府保証債等 *3: 除く満期保有目的債券。ヘッジ考慮後 *4: 2023年11月13日以前の基準金利をもとに算出。2023年11月13日から2024年3月24日までは0.200%を適用

24/3末の実績値

（ ）内は23/12末対比の変化幅

（+0.20%/+0.10%/不変）

一律 0.10 %

0.26 %

(+0.18 %)

1.475 %

0.72 %

(+0.11 %)

0.020 %

(+0.019 %)

0.025 %

(+0.023 %)

0.300 %

(+0.298 %)*4

(不変)
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08年9月
リーマンショック

（参考）関連データ

-0.50%

0.00%

0.50%

1.00%

0%

50%

100%

中長期国債 短期国債 10年国債利回り（右軸）

国債運用の過去推移*2参考金利動向参考

12/3末 24/3末

0.02%

0.15%

普通預金 基準金利

短期プライムレート TIBOR3M 政策金利*1

16年1月
マイナス金利導入

24/4末

△0.10%

0.50%

1.375%

△0.10%

0.25%

0.02%

1.475%

0.92%

0.50%

1.875%

0.00%

• 貸出金利

• 預金金利

16/3末

*1: 無担保コール翌日物誘導目標。レンジを伴う場合はその下限を表示。2016年1月29日から2024年3月18日までは、日銀当座預金のうち政策金利残高にかかる適用金利△0.10%を表示 *2: その他有価証券。取得原価

為替変動による影響（試算）参考

• 円安は全体収益にポジティブに作用

円安進行時

1円（対USD）あたり

業務純益 +35 億円程度

• 直近の影響額から試算

当期利益 +25 億円程度

08年9月
リーマンショック

16年1月
マイナス金利導入

24/3末

(FY24計画レート USD/JPY 135円）

0.00%

政策金利*1

0.001%

0.20%

0.00%

△0.50%
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 日本のマクロ環境が大きく変化しつつある環境下、ビジネス機会を捕捉するとともに潜在的なリスクに備える

9.8

1.0

（兆円）

24/3末

中長期債

短期国債

 金利上昇に備えた堅確な

債券ポートフォリオ運営を継続

 将来の残高積増し余力を確保

大企業+中堅企業 77%

市場

個人

法人

• 国債利回りの上昇
• 金利変動余地の拡大

• 国債運用
• S&Tビジネス

• 「貯蓄から投資」の動きが加速
• 資産運用
• 預金、貸出金

• 設備投資意欲の高まり
• コーポレートアクションの増加

• 資本市場ビジネス
• 預金、貸出金

足許の動向 みずほの ビジネス機会 / 潜在的リスク

みずほの状況（例）

日本国債ポートフォリオ*1 国内貸出金ポートフォリオ

平均残存年数*2 0.3年

 コーポレートアクションや設備投資

ニーズを捕捉できる立ち位置

 クレジット耐性も相対的に高い

 専門知見に基づきモニタリングを

実施。予兆管理を徹底

• 有価証券含み損拡大
• 金利リスクの増大

• 相場反転時の時価下落
• 預金獲得競争激化

• 信用コストの増加

• 堅確な債券運営
• S&Tビジネスの実績

みずほの 備え（強み）

• コンサルティング力
• 顧客基盤、アライアンス

• 環境変化への耐性の
高い優良顧客基盤

*1: その他有価証券で時価のあるもの、2行合算 *2: 内部管理ベース。ヘッジ考慮後、除く満期保有目的債券

中堅企業
(RBC）

大企業
(CIBC)

個人

RBC法人
その他

（参考）金利のある世界における機会とリスク
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価値共創に向けた取り組みの拡がり

食・農業

A

社会課題

投資対象先
（スタートアップ等）

共創先
（大企業・共同スポンサー）

• 人口減少

• インフラ老朽化

• 循環資源の普及

• 再生エネルギーの普及

• 食料安定供給 等

 社会課題の解決に向けて共創先の事業戦略の実現を支援し、ビジネスのスケール化をともに推進

 トランジション出資枠・価値共創投資によるコミットメントを通じて、社会課題の解決に共創先とともに取り組む

トランジション出資枠・
価値共創投資による参画

資源・
エネルギー

テクノロジー
宇宙

バイオ

ヘルスケア

発電・
蓄電

• ファイナンス提供、PO支援

• ビジネスネットワークの構築・事業の拡大に向けた支援

• 産業知見を活かしたアドバイザリー機能提供

課題解決に向けた
事業構想

スケール化に向けた

取り組み
投資実行

* FY23末時点の実行額（速報）割合。価値共創投資・トランジション出資枠の両枠合計

＜案件実績：活用別構成*＞

共創に向けた〈みずほ〉の機能提供
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0

30

60

20/3末 21/3末 22/3末 23/3末 24/3末

みずほ

楽天SC

楽天証券ホールディングスとの戦略的資本提携

*1: FP1級、CFP（認定ファイナンシャルプランナーの国際資格）の取得者 *2: 各社開示資料を基に作成 *3: 2023年1～12月 *4: ジュニアNISAを除く。みずほはBK＋SC（リテール・事業法人部門）
*5: みずほFG個人運用預かり資産残高＋楽天SC個人預かり資産残高

49%保有

（持分法適用関連会社）

51%保有

（連結子会社）

0

10

20

30

20/3末 21/3末 22/3末 23/3末 23/12末

大手5大証券

ネット証券大手5社

（百万口座）

0% 50% 100%

楽天SC

みずほSC

30代以下 40代 50代
60代

30代
以下

40代 50代 60代以上

合計口座数*2 新規口座開設者 年代別*2*3

NISA口座数（ストック）*4 AUM*5

0

2

4

6

20/3末 21/3末 22/3末 23/3末 24/3末

みずほ

楽天SC

（百万口座）

個人顧客 2,400万人

コンサルティング*11,876人

対面相談・支店網

ID 1億超
デジタルUI/UX
楽天エコシステム

（経済圏）

出資額
約1,670億円

（兆円）
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Credit Saison Indiaに対する出資について

 世界一の人口数と世界トップクラスの高い経済成長を誇る、インドのリテール向けレンディング会社
“Credit Saison India”に出資。インドのリテール金融市場の成長を取り込み

出資先
Credit Saison India
(商号：Kisetsu Saison Finance(India) Pvt. Ltd.)

事業内容 個人、中小企業向けレンディング事業

出資額 120億インドルピー（約210億円）

財務情報*1 貸付債権残高 約1,000億円
事業利益 約18億円

特徴

• 多彩な経験を持つ経営陣、および人的ネットワークを
持つ現地主導のマネジメントチーム

• 多数のfintech事業者をパートナーにもてる高い
テクノロジーケイパビリティ

• 多面的なローンデータの集積実績、リスク分析力

• 高格付*2 を裏付けとした高い資金調達力

120億インドルピー

（約210億円）

持分比率 15%

【本件実行後のストラクチャー】

*1: 2022年度 *2: 地場最大級の格付会社より長期格付AAAを取得
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△0.20

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

FY23Q1 FY24Q1 FY25Q1 FY26Q1
125

130

135

140

145

150

FY23Q1 FY24Q1 FY25Q1 FY26Q1

*1: イールドカーブコントロール *2: 四半期平均 *3: 四半期末の下限値

マクロ経済シナリオ

米国金利国内金利

 日本銀行は2024年3月にマイナス金利・YCC*1を解除。計画の前提として追加の政策金利引き上げは想定
しないが、物価動向等に応じた政策変更可能性には留意を要する

 米欧ではインフレ鈍化を受けて利下げ開始。内外金利差の縮小を受け、為替は円高への推移を見込む

（％）（％）

為替*2

（ドル/円）

政策金利*3

10年国債金利*2

現在
（FY24 1Q）

FY23 FY24 FY25 FY26

現在
（FY24 1Q）

FY23 FY24 FY25 FY26
2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

5.50

FY23Q1 FY24Q1 FY25Q1 FY26Q1

現在
（FY24 1Q）

FY23 FY24 FY25 FY26

政策金利*3

10年国債金利*2
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トップリスク

企業価値毀損に繋がるリスク事象を当社の脆弱性や外部環境
変化等を踏まえて幅広く収集

リスクの波及経路や蓋然性・影響度等の評価をもとに重要な
リスク事象を選定

リスクコントロールの難度も勘案の上、経営陣での議論を踏まえ、
トップリスクを選定

選定プロセス

リスクガバナンス強化

 グループ内のリスクコミュニケーションを深め、リスク認識に対する
目線を統一

関連するリスク管理態勢におけるリスク認識の整合性を確保

選定したトップリスクについてはコントロール強化策を策定し、
業務計画等に反映の上、コントロール状況を随時モニタリング

リスク委員会や取締役会等へ報告

トップリスク運営 2024年度トップリスク

米欧のインフレ再燃と景気減速（新規）

国内物価・金利上昇と財政懸念の拡大（新規）

米中対立の激化と中国経済の低迷

世界の分断と地政学リスクの高まり

気候変動影響の深刻化

システム障害

サイバー攻撃

マネロン・テロ資金供与

役員・社員による不適切な行為・不作為

人材不足等による持続的成長の停滞

競争環境の変化
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2022 2023 ･･･ 2025 2030 2040 2050

GHG排出削減

Scope1,2

Scope３(投融資を通じた排出)

セクター別目標

電力 排出原単位

石油・ガス 排出原単位

絶対排出量

石炭採掘(一般炭) 絶対排出量

鉄鋼 絶対排出量

自動車 絶対排出量

排出原単位

海運
ポートフォリオ

気候変動整合度

不動産 排出原単位

ビジネス機会獲得 (24/3末実績)
速報値

サステナブルファイナンス*1

（うち環境・気候変動対応）
31.1兆円

(14.0兆円)

リスク管理 (24/3末実績)
速報値

石炭火力発電所向け与信残高 2,408億円

移行リスクセクター高リスク領域EXP 1.5兆円

エンゲージメント

ケイパビリティ・ビルディング (24/3末実績)

サステナビリティ経営エキスパート

環境・エネルギー分野コンサルタント

ゼロ△50%*2

取引先Scope 1,2

・・・ ・・・ ・・・

〃 3

138～232

4.2

△12～△29%

OECD諸国 ゼロ

100兆円
(50兆円)

（23/3末比 ＋9.9兆円）

（＋5.9兆円）

（20/3末比 △19.6%）

（21/3末比 △0.3兆円）

△17～△23%

△38%

△31～△43%

≦0%

33～42

（基準年対比）

取引先Scope 1,2

（23/3末比 ＋約350名）

（23/3末比 ＋約10名）

カーボンニュートラル
FY20比

△60％見込み

（△18 kgCO2e/MWh）

（△1.0 gCO2e/MJ）

（△43%）

（△4.5 MtCO2e）

（△11%）

（△7%）

（△3.4%）

（△18 ％）

（△4 kgCO2e/㎡ ）

kgCO2e/MWh

gCO2e/MJ

MtCO2e

MtCO2e

ktCO2e

gCO2e/vkm

%

MtCO2e

kgCO2e/㎡

約1,650名

約140名

1,600名

150名

非OECD
諸国 ゼロ

FY22実績(速報値)目標の指標

368

5.6

34.8

0.6

831

183

△1.55

14.1

65

〃 3

取引先の脱炭素化への取り組みや移行リスクへの対応が進展するよう支援

中長期的に削減

*2

*3

*3

*3

*1: FY19からの累計 *2: FY19比 *3: FY21比

ネットゼロ

2050年ネットゼロに向けたロードマップ
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14.0兆円*1

22年度 23年度 30年度目標

環境・社会ハイライト

サステナブルファイナンス

（FY19からの累計実績）

21.2兆円

サステナブルビジネス

洋上風力・太陽光発電、CCUS、
水素・アンモニアへの取り組みを推進

次世代技術の社会実装

水素

水素２兆円宣言等、ファイナンス・
コンサルティング、需給両面での
業種横断的な取り組み強化

取引プラットフォームを運営する
Climate Impact Xに出資等、
グローバルネットワークを拡充

国内外のファイナンス案件推進の
ほか、グローバルネットワークを拡充。
「インパクトビジネスの羅針盤」の発行

カーボンクレジット インパクト

サプライチェーン全体への対応

企業等のCO2排出量の可視化から削減
まで総合支援するe-dashに出資・連携

人権尊重

• JaCER「対話救済プラットフォーム」に参加し、苦情処理メカニズムの体制強化
• 深刻な人権課題検知時に強化デューデリジェンスを実施（FY23：12社）

• 様々な人権課題に対象を拡大

• 特定セクターに対する取組方針の見直し

兵器・武器

木質バイオマス発電 鉱業

漁業・養殖

石炭火力発電

• 特定セクターの追加

気候変動への対応

（Scope3）投融資を通じたGHG排出削減 セクター別中期目標

（Scope1,2）自社排出の削減

（FY23実績見込）• 再エネ切替の推進によりFY20比 △60%

ESポリシー*2 改定

自然資本への取組み
• ブルーファイナンスや衛星データを活用したコンサル提供等を

通じてお客さまの取り組みを支援
• 〈みずほ〉の融資ポートフォリオのLEAPアプローチでの分析

*1: 速報値 *2: 「環境・社会に配慮した投融資の取組方針」

2024.4.12

サステナビリティプログレス 2024

31.1兆円*1

目標

100兆円
サステナブルファイナンス

うち環境・気候変動対応ファイナンス

50兆円

1. 2030年に向けた着実なトランジション支援

2. 将来を見据えた取引先のアクション促進

炭素関連セクターの

リスクコントロール

• 「GHG排出実績」
「1.5℃整合」の
確認目線を追加

• エンゲージメントを通じた
移行リスク対応状況が
着実に進展

New(23/12月)

• NZBAガイドラインに基づく初期目標設定を完了

電力、 石油・ガス、 石炭採掘(一般炭)

自動車、海運 鉄鋼、不動産 New(24/4月)
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その他非財務目標

サステナブルファイナンス/環境・気候変動対応ファイナンス額
FY19～FY30累計 100兆円 (うち環境・気候変動対応 50兆円)

Scope1,2 （グループ7社*1の温室効果ガス排出量）
FY30カーボンニュートラル

Scope3（投融資を通じた排出）
2050年ネットゼロ

「環境・社会に配慮した投融資の取組方針」に基づく
石炭火力発電所向け与信残高

FY30までにFY19比50％に削減、FY40までに残高ゼロ

移行リスクセクターにおける高リスク領域エクスポージャー

中長期的に削減

セクター 目標の指標 FY30目標

電力 排出原単位
(kgCO2e/MWh)

138～232

石油・ガス

取引先Scope

1, 2
排出原単位
(gCO2e/MJ)

4.2

3 絶対排出量
(MtCO2e)

△12～△29%*2

石炭採掘
（一般炭）

絶対排出量
(MtCO2e)

OECD諸国 FY30ゼロ
非OECD諸国 FY40ゼロ

環境・気候変動関連 人的資本関連 FY25目標

セクター 目標の指標 FY30目標

鉄鋼 絶対排出量
(MtCO2e)

△17～△23%*7

自動車

取引先Scope

1, 2
絶対排出量
(ktCO2e)

△38%*7

3
排出原単位
(gCO2e/vkm) △31～△43%*7

海運
ポートフォリオ
気候変動整合度

≦ 0%

不動産 排出原単位
(kgCO2e/㎡)

33~42

 NZBAガイドラインに基づくセクター別初期目標設定を完了

Scope３ セクター別中期目標

女性管理職比率*3

部長相当職 14%

課長相当職以上 21%

女性管理職比率を2030年代早期に 30%

海外現地採用社員の管理職比率*4 83％維持*5

女性新卒採用者比率*3 30%維持*5

有給休暇取得率*3 80%

男性育児休業取得率*3 100%維持*5

経営人材 執行役員およびその候補者層 役員数の2倍

１人当たり育成投資額 10万円

プレゼンティーズム*6 15%以下

*1: FG、BK、TB、SC、RT、AM-One、米州みずほ *2: FY19対比 *3: 国内（FG・BK・TB・SC・RT）合算 *4: 海外（BK・TB・SC）合算 *5: 継続して維持する水準
*6: 病気や怪我がない状態を100%とした場合、過去4週間の自分の状態が何%か問うもの。100%から欠ける部分（損失割合）を算出 *7: FY21比

New

New

New

New
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（参考）人的資本KPI

 各事業領域を支える人材確保の取り組み状況・効果を測るため、23年度に各KPIを設定

 営業店約300支店に新たに1名ずつ資格保有者を配置できる水準へ

 個人ビジネスにおけるデジタル化を徹底し、店舗をコンサルティングの場へ

24/3末 実績

1,876名

(23/3末比 +91名)

25年度目標

2,100名

個人コンサルティング人材

資産所得倍増
に向けた挑戦

「 」 顧客利便性
の徹底追求

24/3末 実績

140名

(23/3末比 +9名)

25年度目標

150名

24/3末 実績

1,647名

(23/3末比 +347名)

25年度目標

1,600名

 専門人材の15％増加を目指す

 大企業のみならず、中堅・中小企業の様々な課題に対応すべく人材を拡充

サステナビリティ経営エキスパート 環境・エネルギー分野コンサルタント

サステナビリティ
＆イノベーション

 事業承継：首都圏・関西圏を中心とする約100拠点へ配置
イノベーション人材：イノベーション企業支援担当者、支援本部担当者
それぞれ約100名の人材確保へ

24/3末 実績

+20名

(FY23より開始)

25年度目標

+100名

事業承継人材
24/3末 実績

+161名

(FY23より開始)

25年度目標

+200名

イノベーション人材

日本企業の
競争力強化

24/3末 実績

+92名

(FY23より開始)

25年度目標

+150名

グローバル人材

グローバル
CIBビジネス

24/3末 実績

+84名

25年度目標

+100名

DX人材
24/3末 実績

+924名

(FY23より開始)

25年度目標

+1,000名

DXベーシック人材

(FY23より開始)

 年間50名（うち若手30名）の新規派遣により、海外経験者の人材
ポートフォリオを拡充

 DX人材：RT・FTを中心に高度な専門人材の育成

 DXベーシック人材：同業他社の水準も踏まえつつ、DXの基礎的素養が
必要な業務を考慮し、必要水準を設定
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ESG評価

S&P Global*3

59

MSCI*4

AA

Sustainalytics (ESG Risk Rating)*5

25.7

FTSE*6

4.6

CDP*7

A-

インデックス組入状況*1外部評価

*1: 24年3月末時点 *2: https://www.mizuhogroup.com/sustainability/mizuhocsr/evaluation *3: https://www.spglobal.com/esg/solutions/data-intelligence-esg-scores
*4: CCC–AAAの7段階評価。出所: Bloomberg *5: Sustainalytics ESG Risk RatingはESGリスクを同業他社と比較し算出。スコアが低いほど高評価。出所: Bloomberg *6: FTSE Overall ESG Score、5点満点評価
*7: A-Dの8段階評価。出所: CDP   

ESGスコア
(24/3末)

▍PRIDE指標2023

▍ESGファイナンス・アワード・ジャパン

▍D&I Award

▍Environmental Finance誌
Sustainable Debt Awards 2024

SC

▍DEALWATCH AWARDS 2023
Sustainable Finance House of the Year

SC

3年連続

▍J-Win Diversity Award
準大賞（企業賞アドバンス部門）

証券会社として初の4年連続受賞

SC
8年連続

初受賞 グループ5社として初

【テーマ型】【総合型】

GPIF選定 ESGインデックス*2

S&P/JPXカーボンエフィシエント指数
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取締役会のスキルマトリクス

氏名 経営

リスク
管理・
内部
統制

財務・
会計

金融
人材・
組織

ＩＴ・
デジタル

サステナ
ビリティ

グローバル

委員会（☆は委員長）

指名 報酬 監査 リスク IT・DX
人事検討

会議

小林 喜光 ● ☆ ●

佐藤 良二 ● ☆

月岡 隆 ● ● ☆ ● ●

大野 恒太郎 ● ● ● ●

篠原 弘道 ● ● ☆ ●

小林 いずみ*1 ● ● ● ● ● ●

野田 由美子 ● ● ● ● ●

内田 貴和 ● ● ● ●

今井 誠司 ● ● ●

平間 久顕 ● ● ● ☆ ●

木原 正裕*2 ● ● ☆

武 英克*2 ● ● ●

金澤 光洋*2 ● ●

米澤 武史*2 ● ●

 特に有する中核的なスキルについて下記の表にて一覧化。
取締役会全体で備えるべきスキルに対し、必要なスキルが備わっているもの

社
外
取
締
役

社外取締役比率 57.1％3 社外・非執行取締役比率 71.4％ 女性取締役比率 14.3％

24年６月開催予定の第22期定時株主総会に付議予定の取締役一覧 （地位・担当等は第22期選任後） *1: 取締役会議長 *2: 執行役を兼務する取締役 *3: 第21期選任時（23年6月株主総会）対比不変

グループ
CEO

GCIBC長

グループ
CIO

グループ
CFO
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役員報酬制度①

60％

40％

25.0％

15％

85％

15.0％

85.0％

40.0％

30.0%

5.0％

45％

55％

17.5％

22.5％

55.0％

5.0％

グループCEO

業務執行を担う役員等
非執行役員

グループ執行役員

報酬構成例

連動
(0～150％)

非連動

非連動

連動
(0～150％)

翌年度
一括*5

退任時

毎月

翌々年度
以降３年に
わたり繰延

業績連動性
（連動幅）

支給時期 支給方法

金銭

非金銭
（株式）

金銭

非金銭
（株式）

基本報酬*1

短期インセンティブ報酬*4

中長期
インセンティブ

報酬

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
報
酬

株式報酬Ⅰ*2

株式報酬Ⅱ*3

報酬種類

マルス・クローバックの対象*6

 報酬体系

*1: 各役員等の役割や職責等に応じて毎月支給 *2: 中長期的な企業価値向上等に対するインセンティブとして各役員等の役割や職責等に応じて支給 *3: 中長期的な企業価値向上等に対するインセンティブとして、当社グループが重視
する財務関連指標の達成度や、ステークホルダーに関する指標の評価等に応じて支給 *4: 企業価値向上に向けた単年度の成果に対するインセンティブとして、当社グループが重視する財務関連指標の達成度や、個人のパフォーマンス評価
等に応じて支給 *5: 一定額以上は翌々年度以降３年にわたり繰延支給 *6: 会社や本人の業績次第で、報酬委員会の決議等により、未支給の報酬の没収(マルス)および支給済みの報酬の返還請求(クローバック)が可能な仕組み
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役員報酬制度②

評価軸 業績評価指標 ウェイト

みずほフィナンシャル
グループ財務

親会社株主純利益*10

業務粗利益RORA*11

50%

50%

基準額

短期業績指標評価*9

 パーパス・行動軸の浸透、企業風土改善等に向けた
リーダーシップの発揮

 グループCEOおよび経営陣のサクセッションの取組み 等

主な評価の観点（グループCEOの例）

個人評価*12

中長期インセンティブ報酬（株式報酬Ⅱ）

短期インセンティブ報酬*8

業績評価指標 ウェイト

サステナビリティへの
取組みを評価に反映

連結ROE*2

お客さま満足度*5

サステナブルファイナンス額*5

ESG評価機関評価*6

気候変動への取組み*5

エンゲージメントスコア*7

インクルージョンスコア*7

評価軸

みずほフィナンシャル
グループ財務

お客さま

経済・社会

社員

連結業務純益*3

TSR（株主総利回り）*4

10%

10%

20%

25%

25%

10%
基準額

評価係数

達成率

0％ 100％

100％

150％

150％

達成率と評価係数の関係
（連結ROE目標達成率の例）

40％

中長期業績指標評価*1

*1: 報酬委員会が、業績評価指標の目標達成率等に基づき、経営環境や個別に反映すべき事象の有無等を踏まえて最終的に決定（上限150％）*2: その他有価証券評価差額金を除く *3: 連結業務純益＋ETF関係損益等
*4: 競合他社等との相対的な比較により評価 *5: 関連する指標の社内目標達成率等により評価 *6: 主要ESG評価機関4社（S&P Global、Sustainalytics、MSCI、FTSE）評価の過年度比/他社比等により評価
*7: 社員意識調査におけるエンゲージメントおよびインクルージョンに関する各4設問に対する回答の肯定的回答率の目標達成率等により評価 *8: 「短期業績指標評価」と「個人評価」の評価係数の乗数は150％を上限とする
*9: 報酬委員会が、業績評価指標の目標達成率等に基づき、経営環境や個別に反映すべき事象の有無等を踏まえて最終的に決定。グループCEOの場合、0～140％で変動 *10: 親会社株主に帰属する当期純利益
*11: Return on Risk-weighted Assets *12: 報酬委員会が評価の観点等に基づき決定。グループCEOの場合、0～110％で変動

 業績連動報酬に係る業績評価指標
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2行合算： BK単体+TB単体

連結業務純益： 連結粗利益-経費（除く臨時処理分）+持分法による投資損益等連結調整

ETF関係損益等： ETF関係損益（2行合算）+営業有価証券等損益（SC連結）

経費（除く臨時処理分等）： 経費（除く臨時処理分）-のれん等償却

親会社株主純利益： 親会社株主に帰属する当期純利益

連結ROE： 当期純利益÷（株主資本+その他の包括利益累計額（その他有価証券評価差額金を除く））

普通株式等Tier1（CET1）比率（その他有価証券評価差額金を除く）：

ヘッジ取引による株式含み益の一部固定化効果を含む、内部管理ベース

[分子] その他有価証券評価差額金およびその見合いの繰延ヘッジ損益を控除

[分母] その他有価証券評価差額金（株式）見合いのリスク・アセットを控除

計数の定義

財務会計

顧客部門： RBC、CIBC、GCIBC、AMCの合計

市場部門： GMC

グループ合算： BK、TB、SCおよび主要子会社等の合算

カンパニー管理ベース： 各カンパニーによる集計値

カンパニー別業務純益： 業務粗利益+ETF関係損益-経費（除く臨時処理分等）+持分法による投資損益-のれん等償却

内部リスク資本： 規制上のリスク・アセット、バンキング勘定の金利リスク等に基づき算出されたリスク資本。RBC・CIBC・GCIBCについては、完全実施ベースを使用

カンパニー別ROE： 当期純利益÷各カンパニーの内部リスク資本

管理会計
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FG： みずほフィナンシャルグループ

BK： みずほ銀行

TB： みずほ信託銀行

SC： みずほ証券

MSUSA： 米国みずほ証券

AM-One：アセットマネジメントOne

RT： みずほリサーチ＆テクノロジーズ

FT： みずほ第一フィナンシャルテクノロジー

LS： みずほリース

IF： みずほイノベーション・フロンティア

RBC： リテール・事業法人カンパニー

CIBC： コーポレート&インベストメントバンキングカンパニー

GCIBC： グローバルコーポレート＆インベストメントバンキングカンパニー

GMC： グローバルマーケッツカンパニー

AMC： アセットマネジメントカンパニー

GTU： グローバルトランザクションユニット

RCU： リサーチ&コンサルティングユニット

組織の略称 為替レート

期末TTM 22/3末 23/3末 24/3末

USD/JPY 122.41 133.54 151.40

EUR/JPY 136.77 145.72 163.28

管理会計
計画レート FY23 FY24

USD/JPY 120.00 135.00

EUR/JPY 132.00 143.44

本資料における財務情報は、別途記載のない限り、日本会計基準ベースの数値（本邦の管理会計基準を含む）を使用しています。

本資料には、事業戦略及び数値目標等の将来の見通しに関する記述が含まれております。こうした記述は、本資料の作成時点において、入手可能な情報並びに

将来の不確実な要因に係る仮定に基づく当社の認識を反映したものであり、将来実現する保証はなく、実際の結果と大きく異なる可能性があります。

当社の財政状態及び経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項については、決算短信、有価証券報告書、統合報告書、Form 

20-F等、当社が公表いたしました各種資料のうち最新のものをご参照ください。

当社は、東京証券取引所の定める有価証券上場規程等により義務付けられている場合を除き、新たな情報や事象の発生その他理由の如何を問わず、事業戦略

及び数値目標等の将来の見通しを常に更新又は改定する訳ではなく、またその責任も有しません。

本資料に記載されている当社グループ以外の企業等に係る情報は、公開情報等から引用したものであり、係る情報の正確性・適切性等について当社はこれを保証

するものではありません。

本資料は、米国又は日本国内外を問わず、いかなる証券についての取得申込みの勧誘又は販売の申込みではありません。


